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は じ め に 

 

 

 

 平成２３年８月に障害者基本法が改正され、 障がいの有無に関わらず人格と個性を尊

重する共生社会の実現が目標に掲げられました。また、平成２５年４月には障害者自立

支援法が障害者総合支援法として改正施行され、同年６月には障害者差別解消法が成立

するなど、障がい者を取り巻く環境は大きく変化しています。 

 一方で、障がいのある方の高齢化と重度化、介護する方の高齢化、親亡き後の問題、

障がいのある子どもへの支援ニーズの増加などへの対応が一層求められており、障がい

者施策は大きな転換期を迎えています。 

こうした状況の中、第４期妙高市障がい者福祉計画は、障がい者（児）が抱える不安

を解決し、障がいの有無によって分け隔てられることなく、生まれ育ったこの地で自立

して生活することができるよう、「誰もが住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らし

続けることができる共生社会の実現」を基本理念として策定いたしました。 

本計画に基づき、市民の皆様、障がい福祉関係者の皆様と共に、障がいのある人もな

い人もお互いの人格と個性を尊重し、支え合いながら共に生きる地域社会の実現に向け、

全力で取り組んでまいります。皆様の一層のご理解とご協力をお願いいたします。 

終わりに、計画の策定にあたりまして、多大なご協力を賜りました妙高市障がい者地

域自立支援協議会の委員各位をはじめ、アンケート調査を通じて貴重なご意見をいただ

きました市民の皆様に心から感謝申し上げます。 

 

 

 

 

平成３０年３月 

 

                   妙高市長 入 村  明 
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第1章 計画策定にあたって 
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第１節 障がい者福祉計画の策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

 

（１） 国、県の動き 

    わが国では共生社会の実現や、可能な限り身近な地域で必要な支援が受けられ 

るなどを基本理念とした「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた 

めの法律（以下「障害者総合支援法」という。）」が、平成２４年６月に制定さ 

れました。また、同年６月に「国等における障害者就労施設からの物品等の調達 

の推進に関する法律（以下「障害者優先調達推進法」という。）」が、翌年６月 

には、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下「障害者差別解 

消法」という。）」が制定されるなど、障がい者の権利擁護や尊厳の保護を促進 

するための法整備が行われています。 

    このような状況の中で、平成２８年には「「我が事・丸ごと」地域共生社会実

現本部」が設置され、市町村における、高齢者・障がい者・児童等への包括的な

支援体制が求められています。 

    一方、新潟県では、平成１８年３月に「障害のある人もない人もお互いの個性

を尊重し、支え合いながら共に生きる地域社会」を基本理念とした「新潟県障害

者計画」を策定し、障がい者（児）の自立及び社会参加の支援のための施策を推

進してきました。 

    合わせて、障がい福祉サービス及び相談体制並びに地域生活支援事業の提供体

制については、平成２７年度に策定された「第４期新潟県障害福祉計画」により、

計画的に整備を進めています。 

 

（２）妙高市における計画策定 

妙高市では、障がいのある人が地域で安心して暮らすことのできる社会の実現に 

向け、平成１３年度から平成２３年度までの１１年間を計画期間とした「妙高市障

がい者プラン」を策定し、その後、平成１８年度から平成２０年度までの３年間を

第１期、平成２１年度から平成２３年度までの３年間を第２期とする「妙高市障が

い福祉計画」を、第３期ではこれらを合わせた「障がい者福祉計画」として策定し

ました。 

この計画が平成２９年度で終了するため、このたび「第４期妙高市障がい者福 

祉計画」を策定しました。今回の計画では、改正後の障害者総合支援法の規定に 

より、新たなサービスに対応するとともに、児童福祉法の改正に伴い、障がい児 

福祉サービスなどの見込量を定める障がい児福祉計画も合わせて策定しました。 

本市は、この「第４期妙高市障がい者福祉計画」を障がい者（児）施策推進の 

基本とした上で、市民の誰もが住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らし続け 

ることのできるまちづくりを目指します。 
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第2節 計画の位置づけ 

本計画は、障害者基本法第１１条第３項に規定する「障害者のための施策に関する

基本的な計画」である「障がい者計画」と、障害者総合支援法第８８条に基づく「障

がい福祉計画」を合わせた計画としています。 

また、改正後の児童福祉法第３３条の２０に基づく「障がい児福祉計画」について

も本計画の中で位置づけています。 

なお、策定にあたっては、国の数値目標、新潟県障害者計画を踏まえるとともに、

第２次妙高市総合計画や他の個別計画との整合性を図りました。 

 

 ■計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
２
次
妙
高
市
総
合
計
画 

・障害者基本法 

・障害者総合支援法 

・児童福祉法 

第４期妙高市障がい者福祉計画 

・障がい者計画 

・障がい福祉計画 

・障がい児福祉計画 

・新潟県障害者計画 

・新潟県障害福祉計

画 

・第２次妙高市すこやかライフプラン21 

・男女が共にあゆむパートナープラン 

・妙高市子ども・子育て支援事業計画 

・「妙高市民の心」推進行動計画 

・第2次妙高市人権教育・啓発推進基本指針 

・妙高市地域コミュニティ振興計画 

第
３
次
妙
高
市
地
域
福
祉
計
画 

・第７期妙高市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 
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第３節 計画の期間 

 本計画は、「施策の基本的な考え方（基本理念、基本方針、施策の方向と展開）」と

「実施計画（サービス見込量）」により構成します。 

この計画については、平成３０年度から平成３２年度までの３年間を前期計画期間と

し、その達成状況の点検・評価と利用者等のニーズを踏まえ中間評価を行いながら、平

成３３年度から平成３５年度までの３年間の後期計画に結び付けていきます。 

具体的には、この計画の第１章から第４章については、障がい者（児）施策を推進す

るための考え方を明記し、６年間を通じて実施するものです。 

また、第５章は数値目標としており、３年目の平成３２年度に検証を行い、平成３５

年度までの後期計画に反映することとします。 

なお、計画期間内において、法律などの大幅な改正があった場合は、その内容に沿っ

た見直しを行います。 

 

【 障がい者計画 ・ 障がい福祉計画 】             

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 
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31年度 

平成 
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平成 
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34年度 

平成 

35年度 

第３期障がい者福祉計画（6 カ年） 

Ｈ２４～２９ 

第４期障がい者福祉計画（6 カ年） 

Ｈ３０～３５ 

<数値目標> 

（前期3カ年） 

<数値目標> 

（後期3カ年） 

<数値目標> 

（前期3カ年） 

<数値目標> 

（後期3カ年） 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 妙高市の障がい者（児）の状況 
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第１節 妙高市の障がい者（児）の状況について 

１ 障がい者（児）の状況 

（１）人口の推移 

①人口と世帯数の推移 

   人口と世帯数は、平成2９年3月末現在で、人口33,366人、世帯数12,367世

帯となっています。 

資料：妙高市統計書（住民基本台帳・外国人登録人口、各年度末日現在）  
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（２）障害者手帳所持者の状況 

①障がい種別ごとの手帳所持者の状況 

当市の障害者手帳所持者は、平成26年度から減少傾向となり、平成2９年3月末 

現在で、1,909人となっています。その内訳は身体障害者手帳所持者1,443人 

（75.6％）、療育手帳所持者は234人（12.3%）、精神障害者保健福祉手帳所 

持者は232人（12.1%）となっています。 

各年度末日現在（単位：人） 
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  ②障がい種別ごとの手帳所持者の高齢化率 

平成2９年3月末現在の障害者手帳所持者1,909人のうち、65歳以上の方は、 

1,173人（61.4％）となっており、その内訳は身体障害者手帳所持者1,115人 

（95.1％）、療育手帳所持者17人（1.4%）、精神障害者保健福祉手帳所持者は 

41人（3.5%）となっています。 

（単位：人） 
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（３）身体障がい者（児）の状況 

①等級別の身体障害者手帳所持者の状況 

平成26年度から手帳所持者は減少傾向となっています。平成24年度から平成25 

年度にかけて重度者（1～3級）が増加していますが、この要因は、主に高齢者の 

重度化による増加と考えられます。 

         各年度末日現在（単位：人） 
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②身体障害者手帳所持者の主たる障がいの種別の状況 

主たる障がいの種別ごとにみた身体障害者（児）の手帳所持者は、「視覚障がい」、 

「音声・言語・そしゃく機能障がい」、「肢体不自由」は横ばい、「聴覚・平衡 

機能障がい」は減少傾向、「内部障がい」が増加傾向にあります。 

 

※内部障がいとは、心臓・腎臓・肝臓・呼吸器・ぼうこう・直腸・小腸・ヒト免疫

不全ウィルスによる免疫の機能の障がいです。 

                         各年度末日現在（単位：人） 

主たる 

障がいの種別 

平成 

18年度 

平成 

19年度 

平成 

20年度 

平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成28年度 

 割合 

視覚 

障がい 
116 109 101 99 105 105 104 107 106 101 103 7％ 

聴覚・ 

平衡機能 

障がい 

177 173 151 177 169 136 130 126 123 119 115 8％ 

音声・言語・ 

そしゃく 

機能障がい 

30 31 23 33 31 24 23 19 24 21 24 2％ 

肢体 

不自由 
819 778 862 898 900 901 902 901 894 853 828 57％ 

内部 

障がい 
316 327 340 360 359 354 359 377 366 369 373 26％ 

合  計 1,387 1,418 1,477 1,567 1,564 1,520 1,518 1,530 1,513 1,463 1,443 100% 

 

③年齢別の身体障害者手帳所持者の状況 

平成29年３月末現在の身体障害者手帳所持者1,443人のうち、1,115人 

（77.3%）が65歳以上の高齢者となっています。 

 （単位：人） 
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（４）知的障がい者（児）の状況 

①療育手帳所持者の状況 

第３期障がい者福祉計画初年度の平成24年度以降、18歳以上は年々増加傾向と 

なっており、18歳未満は減少傾向となっています。 

各年度末日現在（単位：人） 
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②療育手帳所持者の判定別状況 

平成24年度以降、手帳所持者は増加傾向となっており、療育手帳Ａ所持者は横ば 

い、B所持者は増加傾向となっています。 

             各年度末日現在（単位：人） 
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③年齢別の療育手帳所持者の状況 

平成29年３月末現在の療育手帳所持者234人のうち、65歳以上は17人（7.3%） 

となっており、若年層の手帳所持者が多くなっています。 

（単位：人） 
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（５）精神障がい者（児）の状況 

①精神障害者保健福祉手帳所持者の状況 

平成22年度から年々増加傾向にあり、平成24年度から平成28年度にかけて、 

60人（1.35倍）増加しています。 

各年度末日現在（単位：人） 
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②年齢別の精神障害者保健福祉手帳所持者の状況 

平成29年3月末現在の精神障害者保健福祉手帳所持者232人のうち、65歳以上は 

41人（17.7％）となっており、中でも18歳から34歳の手帳所持者が多くなって

います。 

（単位：人） 
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（６）障がい者（児）の医療支援の状況 

①重度心身障がい者医療費助成認定者の状況 

重度心身障がい者医療費助成認定者数は、平成23年度をピークに、平成24年度 

から平成28年度にかけて、32人減少しています。 

対象者：身体障害者手帳1～3級、療育手帳Ａ 

    平成29年9月から精神障害者保健福祉手帳1級が適用 

 

各年度末日現在（単位：人） 

 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

認定者数 919 877 908 992 1,036 1,046 

       

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度  

認定者数 1,035 1,042 1,038 1,017 1,003  

  

 

 

②自立支援医療(精神通院医療)受給者の状況 

精神通院医療費の受給者数は、年々増加傾向にあり、平成24年度から平成28年 

度にかけて、56人増加しております。 

   対象者：精神疾患の診断を受け、通院治療を受けている方 

 

各年度末日現在（単位：人） 

 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

受給者数 278 306 327 330 318 336 

       

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度  

受給者数 367 373 373 375 423  
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③自立支援医療(更生医療)受給者の状況 

更生医療費（人工透析など）の受給者数は、増加や減少を繰り返していますが、 

平成24年度から平成28年度にかけて、17人増加しています。 

   対象者：18歳以上の身体障害者手帳所持者 

 

各年度末日現在（単位：人） 

 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

受給者数 72 67 75 56 59 66 

       

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度  

受給者数 78 83 77 85 95  

 

 

 

④自立支援医療(育成医療)受給者の状況 

育成医療費の受給者数は、横ばい傾向となっています。なお、平成25年度から育 

成医療費の支給の認定について、県より権限移譲されています。 

 対象者：18歳未満の児童 

 

各年度末日現在（単位：人） 

 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度  

受給者数 11 10 13 12  

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 第３期障がい福祉計画の取り組み 
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第１節 第３期障がい福祉計画の評価と課題について 

１ 評価と課題 

平成2４年度から平成2９年度までを計画期間とする第３期障がい者福祉計画では、

基本理念として「住み慣れた地域で安心して暮らせる社会の形成」を掲げ、「居宅

生活支援の充実」「福祉施設の確保」「自立と社会参加の促進」「障がい者の権利

擁護」の４つの施策を設定し、障がい者（児）の福祉サービスや就労支援の充実等

に向けた取り組みを進めました。 

今後は、さらに利用者のニーズが多様化することが考えられ、これまで以上に保

健、医療、福祉、教育の連携がより重要となっています。また、障がい者（児）へ

のサービスのさらなる充実や就労定着支援のほか、個々の権利を守るための権利擁

護、障がい者（児）理解への取り組みについても、拡大に向けた取り組みが必要で

す。 

 

（１）居宅生活支援の充実 

①乳幼児健診など定期的な健康診査を継続するとともに、保育園・認定こども園の

巡回相談等を通じ、障がい児の早期発見、早期療育に努めました。今後は、障が

いの早期発見・早期療育に向け健診後のフォロー体制や相談体制、早期療育施設

「ひばり園」における機能の充実が課題となっています。 

②平成２９年８月に、にしき特別支援学校が「妙高市立総合支援学校」として改修・

移転し、教育施設の充実が図られました。しかし、小・中学校においては、支援

員の拡充が必要です。また、今後は総合支援学校における多様な障がいの特性に

対応した体制の整備も課題となっています。 

 

（２）障害者福祉施設の確保 

①社会福祉法人と連携しながら障がい者グループホームの整備を行い、障がい者（児）

の暮らしの場の確保による生活の質の向上に努めました。生活の拠点となる「住

まい」については、今後も利用者のニーズを踏まえ、障がいに配慮した適切な施

設整備を進める必要があります。また、建築物や道路、公園、公共交通機関など

のバリアフリー化についても、計画的に取り組むことが必要です。 

 

②障がい者（児）の見守りや、障がい児の放課後・長期休業時における療育を支援

するため、市内外の事業所で各種サービスの提供が行われました。今後は、放課

後・長期休業時の活動の場の拡充と、現在のサービスの充実に向け、障がいのあ

る子どもたちの利用施設の整備が求められています。また、日中活動の場の提供

については、今後は、重症心身障がい(注)者（児）に対応した活動の場の提供に向

け、広域的に検討していく必要があります。 

 

   （注）重症心身障がい：重度の肢体不自由と重度の知的障がいとが重複した状態を重症心身障がいという。 
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（３）自立と社会参加の促進 

①地域活動支援センターでは、市内の体育館・温泉トレーニングプールを活用した

スポーツ活動の推進、障がい者（児）アート展の開催、他市との交流などに取り

組み、障がい者（児）の生きがいづくりと社会参加を推進しました。今後は地域

においても、障がい者（児）の社会参加が促進されるよう、障がい者（児）の持

つ、特性の理解について広く市民へ求めていく必要があります。 

 

②障がい者（児）の就労支援に向け、平成２７年４月、と平成２９年４月に就労支

援施設が新たに2ヵ所開設されたほか、平成２８年１２月には、市内就労支援施設

が協働して、「妙高市障害者福祉施設ワーキングネットワーク」を設立し、業務

の受注拡大に向けた取り組みを推進しました。今後は、就労機会の拡大や工賃ア

ップ等による、障がい者（児）の自立促進が必要であり、障がい者（児）が継続

して就労できるよう、支援員に対する研修をはじめ、生活困窮相談支援員などと

連携した支援体制が求められています。 

 

（４）障がい者（児）の権利擁護 

①障がい者相談支援員を１名から２名に増員し、相談支援体制の充実を図りました。

また、障害者手帳所持者でサービスの利用などにつながっていない障がい者（児）

を訪問し、ニーズの掘り起こしを行い、新たに２件のサービス利用につなげまし

た。今後も支援が必要な人に対して、適切なサービス利用につながるよう、継続

的な取り組みが必要です。 

 

②障がい者（児）の権利擁護の推進に向け、成年後見制度(注)の活用方法や権利擁護

制度の周知に努めました。また、社会福祉士等の専門職員を配置し、権利擁護に

関する相談支援体制の充実を図りましたが、現状では、制度周知や後見人の確保

が十分ではないことから、引き続き、制度の利用方法の周知と、受け皿となる人

材の確保に向け、取り組みが必要です。 

 

（注）成年後見制度：知的障がいや精神障がい、認知症などの理由により、判断能力が十分ではなく、自分ひ

とりで契約行為や財産管理などを行うことが困難な人を法的に支援する制度。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年度 心のままのアート展より 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 施策の基本的な考え方 
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第１節 基本理念 

（1）第２次妙高市総合計画の基本理念と政策目標 

 本市では、「第２次妙高市総合計画」の中で、 

まちづくりの「基本理念」として「生命地域の創造」を掲げています。 

 

 

この基本理念を受け、「人にやさしいまち」「自然にやさしいまち」「ふれあいのま

ち」「交流のまち」づくりを進めることにより「人と自然にやさしい ふれあい交流

都市」をまちの将来像としています。 

 

 

また、基本理念実現のための 

高齢者・障がい者（児）福祉の充実に向けた「政策目標」として、 

「健やかで人にやさしい・生命地域」を掲げており、 

この目標達成に必要な障がい者（児）施策を計画的に推進するため、障がい者福祉計 

画を策定するものです。 

 

 

（２）妙高市障がい者福祉計画の基本理念 

第２次総合計画の理念及び、障害者基本法、障害者総合支援法、児童福祉法の理念を 

踏まえ、第４期妙高市障がい者福祉計画の基本理念を 

 

 

 

とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

住み慣れた地域で自分らしく安心して 

暮らし続けることができる共生社会の実現 
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第２節 基本方針 

 

基本理念に基づいて、次の５点を基本方針とします。 

 

 

 

①障がい児への放課後・長期休業時の活動の場、並びに地域生活を支える福祉サー

ビスの充実を図るとともに、日中活動において、支援が必要な障がい者（児）に

対応した活動の場の整備を進めます。 

 

②障がい者（児）の生活や社会参加を支援するため、コミュニケーションを支援す

る人材を確保し、障がい者（児）が気軽にサービスを活用できる体制を整えると

ともに、障がい者（児）と地域住民との交流を通じ、ボランティア活動への参加

のきっかけづくりを行いながら、人材育成を進めます。 

 

 

 
 

①住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、障がいの種別やさまざまなニーズ 

に対応できる相談支援体制を強化し、支援に努めます。また、災害に備え、障が 

い者（児）の安全・安心に向けた見守り・啓発活動に取り組みます。 

 

②障がいへの偏見や障がい者（児）の差別がないよう、障がい者（児）への理解に

向けた取り組みを推進するとともに、障がい者（児）の権利を擁護するため、成

年後見制度の積極的な活用に向けた啓発と、制度の利用に向けた支援体制を整備

します。 

 

 
（１）支援計画に基づいたサービス提供により、自立の促進と

生活の質の向上を目指し、支援を行う人材育成の強化を
図ります。 

 
（２）障がい者（児）が抱える不安や課題を解決するための相

談支援体制の充実を図り、障がい者（児）理解と権利擁
護に向けた取り組みを推進します。 



 

- 15 - 

 

 

 

①障がいの早期診断・早期療育を推進するとともに、療育・保育、学校教育におけ

る支援体制の充実を図ります。また、0 歳から１８歳までの切れ目のない療育支

援体制を確立し、障がいのある子どもたちが健やかに自分らしく生き生きと暮ら

せるよう将来への自立を促します。 

 

 

 
 

①障がい者（児）が自分らしく、生きがいをもって暮らせるよう、地域活動や文化・

スポーツ活動などの社会参加を推進します。 

 

②障がい者（児）の経済的な自立に向けた就労支援体制の強化を図り、職場体験等

の機会の提供を行いながら、障がい者（児）の雇用促進と定着支援を進めます。 

 

 

 

 

①障がい者（児）の生活を支援するため、必要な施設の整備や拡充を行うとともに、

障がい者（児）が安心して自由に行動ができ、いつでも、どこでも安全で快適な

生活を営むことができるよう、公共施設のバリアフリー化を推進します。 

 

 

 
（３）早期診断・早期療育により、健やかな育ちと将来への自

立を促し、療育支援体制の確立を図ります。 

 
（４）障がい者（児）の社会参加と就労による自立を促進する

ために、生きがいづくりの取り組みや就労支援の充実を
図ります。 

 
（５）障がい者（児）が地域で暮らし続けられるために住まい

や施設の整備を促進します。 
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第３節 施策の体系 

 基本理念・基本方針の実現を図るため、施策の柱を５つ設定し体系的に推進します。 

基本理念     基本方針           施策の柱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住
み
慣
れ
た
地
域
で
自
分
ら
し
く
安
心
し
て
暮
ら
し
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
共
生
社
会
の
実
現 

１ 

障
が
い
福
祉
サ
ー
ビ
ス 

く
人
生
の
最
後
ま
で
暮
ら
し
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
共
生
社
会
を
め
ざ
し 

１　障がい福祉サービスの充実

２　相談体制・権利擁護の充実

３　早期診断・早期療育の推進

４　社会参加・就労の推進

５　住まいの確保

　
　
　
確
立
を
図
り
ま
す
。

　
４
　
障
が
い
者
（

児
）

の
社
会
参
加
と
就
労
に
よ
る
自
立
を
促
進
す
る
た
め
に
、

生
き
が
い
づ
く
り
の

　
　
　
取
り
組
み
や
就
労
支
援
の
充
実
を
図
り
ま
す
。

　
５
　
障
が
い
者
（

児
）

が
地
域
で
暮
ら
し
続
け
ら
れ
る
た
め
に
住
ま
い
や
施
設
の
整
備
を
促
進
し
ま
す
。

　
１
　
支
援
計
画
に
基
づ
い
た
サ
ー

ビ
ス
提
供
に
よ
り
、

自
立
の
促
進
と
生
活
の
質
の
向
上
を
目
指
し
、

　
　
　
支
援
を
行
う
人
材
育
成
の
強
化
を
図
り
ま
す
。

　
２
　
障
が
い
者
（

児
）

が
抱
え
る
不
安
や
課
題
を
解
決
す
る
た
め
の
相
談
支
援
体
制
の
充
実
を
図
り
、

　
　
　
障
が
い
者
（

児
）

理
解
と
権
利
擁
護
に
向
け
た
取
り
組
み
を
推
進
し
ま
す
。

　
３
　
早
期
診
断
・
早
期
療
育
に
よ
り
、

健
や
か
な
育
ち
と
将
来
へ
の
自
立
を
促
し
、

療
育
支
援
体
制
の



 

- 17 - 

 

 

重点施策           施策の方向 
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施策の方 

①放課後・長期休業時の活動の場の充実
②地域生活を支える福祉サービスの充実
③日中活動の場の整備

①コミュニケーション支援等のための人材養成
　の推進
②ボランティア活動への支援

①市民や事業所への制度周知・広報活動の推進
②成年後見制度等の活用促進

①早期診断・早期療育の推進
②療育・保育における支援体制の充実
③学校教育における支援体制の充実

①地域活動への参加や文化・スポーツ活動の
　推進

①自立に向けた就労支援体制の強化
②就労支援サービスの充実

①くらしの場の整備
②障がいに配慮した住宅整備等の推進
③障がい者（児）にやさしい施設整備の推進

（１）
障がい者（児）の日中活動
支援の充実

（２）人材養成の充実

（１）相談支援体制の充実

（２）
障がい者（児）理解の推進と
権利擁護

（１）
療育・保育・教育の充実と
切れ目のない支援体制の確立

（１）社会参加・参画の促進

（２）就労支援の充実

（３）一般就労の推進

（１）住環境の整備

①障がい者（児）への相談体制の充実
②安全・安心に向けた見守り・啓発の推進

①障がい者（児）の雇用促進と定着支援
②職場体験等の機会の提供
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第４節 施策の方向と展開 

 １ 障がい福祉サービスの充実 

 （１）障がい者（児）の日中活動支援の充実 

 

＜第３期計画における現状と評価＞ 

  

①障がい者（児）の日中活動の支援として、市内外６つの事業所で放課後等デイサー

ビス(注１)を実施するとともに、障がい者（児）の日中一時支援事業(注2)のサービスが

提供され、利用者、利用回数ともに増加しています。しかし、市内における放課後

等デイサービス、障がい児の短期入所サービスの提供事業所は 1 事業所にとどまっ

ており、今後、拡充に向けた検討が必要です。 

 

障がい者（児）の日中活動に対する支援の状況                           

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

実人数（人） ３７ ５４ ４０ ４４ ５０ ５５ 

延回数（回） ２，７７４ ３，１１０ ３，１４６ ３，５１２ ３，１４４ ３，３００ 

＜平成２９年度は実績見込み：以下同じ＞ 

   

（注１）放課後等デイサービス：児童福祉法を根拠とする、障がいのある学齢期児童が学校の授業終了後や学校休業日

に通う、療育機能・居場所機能を備えた福祉サービス。  

 

（注２）日中一時支援事業：日中において監護する者がいないため、一時的に見守り等の支援が必要な障がい者等の日

中における活動の場を確保し、日常的に介護している家族の一時的な休息を図る事業。 

 

②障がい者（児）に日中活動の場を提供する施設として、新たに、ワークセンターこ

でまりや、障害者サポートセンターのぞみなどの障害者支援施設が整備され、障が

い者（児）の生活や、就労の場の充実が図られました。また、介護保険施設で利用

の基準を満たす施設（基準該当施設）の確保により、福祉サービスの充実が図られ

ました。一方で、サービスを利用するために必要なサービス等利用計画を作成する

相談支援専門員が不足していることに加え、重症心身障がい者（児）が日中活動を

行う場が市内にはありません。また、当市を含む上越圏域における常勤の精神科医

も不足している状況です。 

 

③障がい者（児）の通院や外出、買い物、余暇活動など日常生活を支援するサービス

としてタクシー券の配布や燃料費の助成、補装具等の交付、外出介護等の移動支援

を継続して実施しました。これらのサービスは障がい者（児）の日中活動及び社会

参加への一助となっており、今後も支援が必要です。 
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  タクシー利用料金・自動車燃料費の助成状況                     

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

対象者数（人） １，２０７ １，２１５ １，２２５ １，２４０ １，２１３ １，２０２ 

タクシー券（人） ４０２ ３７１ ３７０ ３４４ ３３１ ３３７ 

燃料費（件） ３１４ ３２２ ３２９ ３０９ ３５３ ３６０ 

 

  補装具の給付状況                     

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

交付件数（件） ５１ ５３ ５６ ４９ ３８ ３８ 

修理件数（件） ３３ ３６ ３０ ４７ ３２ ３１ 

 

  移動支援の状況                     

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

実利用人数（人） １０ １２ １４ １６ ２２ ２４ 

利用延べ時間（時間） ４４２ ２４７ ２９６ ３５２ ６５６ ５１１ 

 

＜第４期計画における課題＞ 

 

①放課後や長期休業時の活動の場の充実に向け、今後は現在のサービスに加え、障が

いのある子どもたちの一時的な利用施設及び、受け入れ体制の充実が求められてい

ます。 

 

②障がい福祉サービスの充実に関しては、今後、サービス等利用計画を作成する相談

支援専門員の確保が必要です。合わせて医師不足の解消を図るための取り組みも課

題となっています。 

 

③日中活動の場の提供については、今後、重症心身障がい者（児）に対応した活動の

場の提供に向け、広域的に検討していく必要があります。 

 

＜施策の方向＞ 

 

①放課後・長期休業時の活動の場の充実（施策体系図１-(1)-①） 

放課後等デイサービスの充実を図るとともに、障がい児の短期入所の受け入れ拡充 

を進めます。 

 

②地域生活を支える福祉サービスの充実（施策体系図１-(1)-②） 

市内障害者支援施設の職員や、介護保険の居宅介護支援事業所からの協力により、 

相談支援専門員の確保を図るとともに、医療的ケア(注)のできるサービス体制につい 

て検討を行います。また、障がいのある人に対する医療サービスが安定して提供で 

きるよう、関係機関と連携を図りながら医師不足の解消に努め、地域医療体制の充 

実強化を図ります。 
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（注）医療的ケア：たんの吸引や鼻などから管を通して栄養剤を流し込む経管栄養など、在宅で家族が日常的に 

   行っている医療的介助 行為を、医師法上の「医療行為」と区別して「医療的ケア」と呼んでいる。 

 

③日中活動の場の整備（施策体系図２-(1)-③） 

日中活動の場の提供において、重度の障がい者（児）をはじめ、支援が必要な障が 

い者（児）に対応した活動の場の整備について、近隣市を含め広域的に検討を行い 

ます。 

 

＜施策の展開＞ 

施策の方向 施策の内容 担当窓口 

①放課後や長期

休業時の活動

の場の充実 

◎放課後等の支援の充実（関連ページ：７７） 

 ・放課後等デイサービスの充実 

 ・【新】障がい児の短期入所の受け入れ基盤並びに体

制の整備 

 

こども教育課 

福祉介護課 

②地域生活を支

える福祉サー

ビスの充実 

◎地域生活に必要な福祉サービスの充実 

（関連ページ：７６、８１） 

 ・相談支援専門員の確保 

 ・医療的ケアのできるサービス体制の検討 

 ・障がい者（児）の移動支援 

 

こども教育課 

福祉介護課 

③日中活動の場

の整備 

◎日中活動の場の充実（関連ページ：７６、８２） 

 ・重度障がい者（児）をはじめ、支援が必要な障がい

者（児）に対応した日中活動の場の整備を検討 

 

こども教育課 

福祉介護課 

 

（２）人材養成の充実 

＜第３期計画における現状と評価＞ 

 

①手話通訳者の養成講座を開催し、これまでの手話通訳者1名に加え、新たに手話通 

訳士１名、手話奉仕員１名の計３名を確保し、コミュニケーション支援の充実を図 

りました。しかし、現状では需要に対して十分な人材の確保ができていない状況で 

す。 

 

②音声ボランティアによる広報紙の発行や、各種会議への手話通訳者の派遣を継続し

て行い、障がい者（児）の社会参加を促進しました。しかし、手話通訳者、要約筆

記者等については、市内では人材が足りていないため、上越市等から派遣協力を受

けています。 

http://kotobank.jp/word/%E5%90%B8%E5%BC%95
http://kotobank.jp/word/%E5%9C%A8%E5%AE%85
http://kotobank.jp/word/%E5%AE%B6%E6%97%8F
http://kotobank.jp/word/%E6%97%A5%E5%B8%B8
http://kotobank.jp/word/%E5%8C%BB%E7%99%82
http://kotobank.jp/word/%E4%BB%8B%E5%8A%A9
http://kotobank.jp/word/%E8%A1%8C%E7%82%BA
http://kotobank.jp/word/%E5%8C%BB%E5%B8%AB
http://kotobank.jp/word/%E5%8C%BA%E5%88%A5
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公的機関・医療機関等への手話通訳者・要約筆記者の派遣状況       

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

派遣目標（回） １４４ １４４ １４４ １４４ １４４ １４４ 

派遣回数（回） １２２ １４９ １７５ １５１ １１１ １２６ 

うち市外からの

派遣協力（回） 
５９ ４８ ３７ ２８ １４ １０ 

 

＜第４期計画における課題＞ 

 

①手話通訳者だけに限らず、点訳ボランティア及び要約筆記者等の養成を含め、障が 

い者（児）が多くの社会参加の機会が得られるよう、サポート体制を確立するため 

の人材を確保・養成することが必要です。 

 

②ボランティア、ＮＰＯ法人などの市民活動や町内会活動を通じ、障がい者（児）の 

理解の促進を図り、支援が必要な障がい者（児）が、身近なところで支えてもらえ 

る体制づくりを進めていく必要があります。 

 

＜施策の方向＞ 

 

①コミュニケーション支援等のための人材養成の推進（施策体系図１-(２)-①） 

講座やイベント、学校、病院などの社会生活の場において、障がい者（児）が気軽 

にコミュニケーションを図られるよう、障がいの特性に対応した人材を確保・養成 

し、障がい者（児）がいつでも支援を受けられる体制を整えます。 

 

②ボランティア活動への支援（施策体系図１-(２)-②） 

ボランティアなどの人材を養成・育成するため、近隣住民や地域が障がい者（児） 

との交流を進めるとともに、障がいの特性を理解し、ボランティアに参加するきっ 

かけづくりを支援します。 

 

＜施策の展開＞ 

施策の方向 施策の内容 担当窓口 

①コミュニケーシ

ョン支援等の

ための人材養

成の推進 

 

◎手話通訳をはじめとした、幅広い人材の養成 

（関連ページ：８０） 

・障がい特性に対応した通訳、点訳、要訳筆記者等の 

養成 

福祉介護課 

②ボランティア活

動への支援 

◎活動の推進と人材育成 

・【新】近隣住民や地域が、障がい者（児）との交流

を図り、ボランティアに参加するきっかけづくりを

支援 

 

福祉介護課 

生涯学習課 
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２ 相談体制・権利擁護の充実 

（１） 相談支援体制の充実 

 

＜第３期計画における現状と評価＞ 

 

①新井ふれあい会館内の「妙高市障がい者相談室」や上越市の福祉交流プラザにおい 

て、障がい者（児）の相談窓口を開設するとともに、相談員を1名から２名に増員 

し、相談支援体制の充実を図りました。しかし、相談内容が福祉サービスの利用や 

健康・医療のほか、家族関係・人間関係、社会参加・余暇活動など多岐にわたるた 

め、相談員の1件当たりの相談に費やす時間が多くなっています。 

 

障がい者（児）相談支援を利用している障がい者（児）等の人数      

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

目標値（件） ５，５００ ５，４００ ５，３３０ ５，３８０ ５，４３０ ４，０００ 

相談件数（件） ５，２２８ ５，３４１ ４，３２７ ３，３０８ ３，７９５ ３，９００ 

 

 

②今までは、障がい者（児）の実態把握を行っていませんでしたが、平成２８年度よ 

り、障害者手帳所持者でサービス利用に繋がっていない障がい者（児）を訪問し、 

ニーズの掘り起こしを行いました。その結果、必要な人に対してサービス利用につ 

なげるなどの支援に努め、新たに１件の就労につながりました。しかし、実際のサ 

ービス利用はわずかにとどまっています。 

 

  平成２８年度 訪問：６３件 新規サービス利用：１件 事業所体験利用：３件 

   平成２９年度 訪問：１９件 新規サービス利用：１件   

 

③自主防災組織を中心に、災害時の避難誘導や避難場所での生活など、障がい者（児） 

に必要な支援が提供できる体制の構築を図りました。また、災害時に障害者支援施 

設の被災情報をメール等で把握する仕組みづくりを行ったほか、障害者支援施設で 

の事故防止に向け、施設への注意喚起を行うなど、障がい者（児）の安全・安心の 

確保に向けた取り組みを推進しました。 

 

   平成28年度 障がい者の災害時個別支援計画作成者数：７２人 
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＜第４期計画における課題＞ 

 

①相談窓口の人員の確保を図る一方で、年々相談内容が多岐にわたっており、支援体 

制の充実とともに、障がい者（児）の訪問活動を継続実施するほか、多様な相談に

対応できる人材の育成や窓口機能の充実を図ることが必要です。 

 

②「妙高市災害時要援護者避難支援制度(注)」を踏まえ、災害時要援護者台帳を適切に 

活用できるよう関係者間における情報の共有と、連携強化が必要です。また、在宅 

の障がい者（児）や障害者支援施設における利用者の安全確保や事故防止等に備え、 

引き続き安全対策等の取り組みを進めていく必要があります。 

 

（注）災害時要援護者避難支援制度：市内に居住する高齢者や障がい者のうち、災害が発生し、または災害が発生す 

るおそれがある場合に、自ら避難することが困難で、支援が必要な市民に迅速な避難体制の確保を行う制度 

  

 

＜施策の方向＞ 

 

①障がい者（児）への相談体制の充実（施策体系図２-(1)-①） 

障がいの種別やさまざまなニーズに対応できる人材の育成や、関係機関と連携しな 

がら相談支援体制の充実を図り、住み慣れた地域で安心して生活ができるよう支援 

に努めます。また、障害者手帳所持者でサービス未利用者への訪問を行い、必要 

なサービス利用につなげます。 

 

②安全・安心に向けた見守り・啓発の推進（施策体系図２-(1)-②） 

災害時にすべての障がい者（児）が迅速に避難を行えるよう、災害時要援護者台帳 

の有効活用と関係機関との連携強化を図るとともに、避難所において障がい特性に 

配慮した円滑な避難所運営が行えるよう、マニュアル等の整備を行います。また、 

地域と連携した見守り活動や障害者支援施設での安全対策を継続して実施します。 
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＜施策の展開＞ 

施策の方向 施策の内容 担当窓口 

①障がい者（児）

への相談体制の

充実 

◎相談支援体制の充実（関連ページ：８０） 

 ・相談支援における障がい者（児）との信頼関係の構 

  築 

・相談員の研修会参加による資質向上の促進 

 ・障害者手帳所持者でサービス未利用者への訪問等の

実施 

福祉介護課 

健康保険課 

こども教育課 
 ◎関係機関との連携強化 

 ・行政、福祉施設、医療機関、教育機関等における情 

報共有と連携の強化 

 

②安全・安心に向

けた見守り・啓

発の推進 

◎災害時等に備えた保健・医療・福祉・消防・地域等の

連携強化と予防活動 

 ・災害発生時における災害時要援護者台帳の有効活用

と、避難困難者の支援に向けた体制整備 

 ・避難所における障がい特性に配慮した、円滑な避難

所運営の実施に向けたマニュアル等の見直し 

総務課 

福祉介護課 

市民税務課 

環境生活課 
 ◎防犯活動の推進 

 ・地域と連携した見守り活動の推進 

 ・利用者の安全に配慮した障害者支援施設での安全対

策の啓発と指導 

 

 

（２）障がい者（児）理解の推進と権利擁護 

 

＜第３期計画における現状と評価＞ 

 

①新たな取り組みとして障がい者（児）へ「ヘルプカード」(注)を配布するとともに、 

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防 

止法）」、障害者差別解消法の施行に合わせ、市民や事業所等への啓発を行い、障 

がい者（児）理解の推進に努めました。また、障がい者（児）やその家族、障がい 

者団体、施設職員など身近な方々に対して研修会等を実施したほか、学校において 

も人権教育や特別支援学級との交流を通じて、広く障がい者（児）への理解に努め 

ました。しかし、アンケート調査では市民の理解が「深まった（ある程度深まった 

含む）」が約20％、「深まっていない（あまり深まっていない含む）」が約22％ 

となっており、さらなる障がい者（児）への理解が必要な状況となっています。 

 

ヘルプカードの配布数：平成２９年末現在 ７７０人 
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（注）ヘルプカード：障がいのある人が携帯し、緊急時や災害時、困った時などに、周囲の人に配慮や手助けをお

願いしやすくするためのカード 

 

②障がい者（児）施策に関する情報やお知らせなどをわかりやすく伝えるために、市 

報、妙高チャンネル、ＦＭみょうこうなど各種媒体を活用し、広く市民への周知を

行いました。また、ホームページの見直しにより、申請様式のダウンロードを可能

にするなど利便性の向上を図りました。 

 

③第３期計画に引き続き、成年後見制度の活用方法や権利擁護制度の周知に努めまし 

た。また、専門職員の配置などによる、権利擁護に関する相談支援体制を充実しま 

した。成年後見制度についてのアンケート調査では「制度を知らない」と答えた方 

が約52％、制度の利用方法については「わからない」が約50％となっています。 

 

 

＜第４期計画における課題＞ 

 

①障害者差別解消法が施行され、２年が経過しました。障がい者（児）の理解につい 

ての現状を踏まえ、広く市民から理解してもらえるよう、今後も取り組んでいく必 

要があります。 

 

②成年後見制度については、アンケート結果で制度を知らない方も多いことから、引 

き続き制度の内容と利用方法について周知を行っていく必要があります。合わせて、 

受け皿となる後見人の確保に努める必要があります。 

 

＜施策の方向＞ 

 

①市民や事業所への制度周知・広報活動の推進（施策体系図２-(2)-①） 

障がいへの偏見や障がい者（児）の差別がないよう、地域住民の相互の理解を深め 

るための啓発活動や教育・交流活動を継続するとともに、障がい者（児）の理解推 

進に向けた取り組みを推進します。 

 

②成年後見制度等の活用促進（施策体系図２-(2)-②） 

意思決定が難しい障がい者（児）の権利を擁護するため、成年後見制度の積極的な 

活用に向け啓発活動を進めるとともに、成年後見制度の利用に向けた支援体制を整 

備します。 
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＜施策の展開＞ 

施策の方向 施策の内容 担当窓口 

①市民や事業所へ

の制度周知・広

報活動の推進 

 

◎障がい者（児）理解の推進 

 ・障がいや障がい者（児）について正しく理解し、誤

った認識や偏見を解消するための取り組みの推進 

 ・障がいの特性等の理解を深めるための学校教育・交

流活動の推進 

福祉介護課 

こども教育課 

総務課 ◎メディアを活用した市民への啓発・広報活動の充実 

 ・市報、ホームページ、妙高チャンネル、ＳＮＳ等を

活用した制度の周知やイベント等のＰＲ 

 

②成年後見制度等

の活用促進 

◎成年後見制度の活用に向けた制度の周知や受け皿の拡 

 充（関連ページ：８０） 

・成年後見制度の周知 

 ・成年後見制度利用に向けた支援体制の整備 

 

福祉介護課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年度 心のままのアート展より 
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 ３ 早期診断・早期療育の推進 

 （１）療育・保育・教育の充実と切れ目のない支援体制の確立 

 

＜第３期計画における現状と評価＞ 

 

①障がいの早期診断・早期療育につなげるため、一定の月齢や年齢時を対象とした健 

康診査を継続して実施しました。健康診査の受診率は９９.５％と高く、未受診者に 

は保健師等による家庭訪問を実施するなど、きめ細やかな支援を行いました。しか 

し、１８歳未満の障がい児がいる保護者のアンケートでは、本人の健康や障がいに 

不安を抱いている方が約４３％と高く、今後は健診後のフォローや成長に応じた相 

談支援体制の充実が必要です。 

 

②乳幼児健診や保育園・認定こども園の巡回相談など、子どもたちの生育状況を確認 

し、必要に応じて園と連携しながら早期療育に努めるとともに、個別支援ファイル 

を作成し、情報管理ができるよう仕組みづくりを行いました。アンケート調査では、 

ファイルの認知度は約７７％だった一方、役立っているとの回答が１３％と低かっ 

たことから、今後はさらなる活用方法の検討が必要です。 

 

③特別な支援が必要な児童・生徒への的確な教育・指導を実施するため、教職員へ特 

別支援教育に関する研修を実施し、より専門的な知識や認識を深めました。また、 

にしき特別支援学校が「妙高市立総合支援学校」として改修・移転し、施設や設備 

の充実が図られ、多様な障がいのある児童・生徒の受け入れが可能となりました。 

しかし、支援体制の充実に向けて、特別支援教育に携わる教職員の専門性の向上が 

求められています。 

 

＜第４期計画における課題＞ 

   

①障がいの早期診断・早期療育には、早い段階で専門医を受診してもらうことが重要 

です。そのためには健診時や健診後の支援について、保健、医療、福祉、保育、教 

育等の関係機関との連携強化が必要です。 

 

②療育支援体制の充実には、発達の遅れや障がいのある０歳から18歳までのお子さん 

への早期診断と、ライフステージに応じた切れ目のない支援が重要であり、行政や 

保育園、認定こども園、学校、地域等との連携が必要です。また、切れ目のない支 

援に関わる保健師や相談員をはじめとする、専門職のスキルアップも課題となって 

います。 
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③学校教育においては支援を充実するために、障がいのある児童・生徒の学習を助け

たり、学校生活を支えたりする特別支援教育支援員(注)が配置されていますが、人員

が不足していることから、今後も人材の拡充が必要です。また、総合支援学校にお

ける受け入れの体制や、卒業後の社会生活を見据えた支援体制についても今後の課

題となっています。 

 

（注）特別支援教育支援員：公立幼稚園、小・中学校及び高等学校において、障がいのある幼児児童生徒に対し、 

学習活動上のサポートを行う。  

 

＜施策の方向＞ 

 

①早期診断・早期療育の推進（施策体系図３-(1)-①） 

現在、実施している乳幼児健診や保健師等による家庭訪問を継続するとともに、健診 

後の支援について医療機関や療育機関等との連携強化を図ります。 

 

②療育・保育における支援体制の充実（施策体系図３-(1)-②） 

ひばり園において、一貫した療育システムが確立できるよう保健師や指導員などによ

る支援の充実を図ります。また、現在の保育園や認定こども園において実施している

巡回相談では、必要に応じた保護者への相談や、医療的ケアが必要な児童などへの支

援体制についても検討を進めます。合わせて、個別支援ファイルの活用についても検

討を行います。 

 

③学校教育における支援体制の充実（施策体系図３-(１)-③） 

学校での進路相談や巡回指導を継続するとともに、支援を行う特別支援教育支援員の 

拡充や、教職員の専門性の向上を図ります。また、総合支援学校においては、一人ひ 

とりの児童・生徒に対応した支援体制の整備を進めます。さらに、卒業後の社会生活 

が円滑に送れるよう個々の発達課題に応じた支援の充実を図ります。 

 

 
          にしき園利用者のみなさんの作品 
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＜施策の展開＞ 

施策の方向 施策の内容 担当窓口 

①早期診断・早期

療育の推進 

◎早期診断・早期療育の推進 

 ・妊産婦や新生児訪問、さらに乳幼児健康診査後におけ

る支援の継続 

 ・医療機関や療育機関等との連携強化 

 

こども教育課 

健康保険課 

②療育・保育にお

ける支援体制

の充実 

◎個々のニーズに応じた支援体制の充実 

 ・【新】ひばり園への嘱託医や相談員の配置の検討 

 ・保育園、認定こども園への巡回相談の継続と必要に応

じた保護者への相談支援の実施 

 ・保育園、認定こども園での計画的な職員研修による全

職員の専門性の向上 

 ・【新】医療的ケアが必要な児童への支援体制の充実 

 ・個別支援ファイルの活用 

 

こども教育課 

健康保険課 

福祉介護課 

③学校教育にお

ける支援体制

の充実 

◎個々のニーズに合った支援体制の充実 

 ・進路相談・巡回指導の実施 

 ・特別支援教育支援員の拡充 

 ・教職員の研修を通じた専門性の向上 

こども教育課 

◎総合支援学校を拠点とした機能の充実 

 ・総合支援学校による保育園、認定こども園、小学校、

中学校への巡回相談の継続 

 ・【新】総合支援学校における一人ひとりのニーズに対

応した受け入れ体制の整備 

◎個々の発達課題に応じた特別支援教育の充実 

 ・個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成と活用 

 ・卒業後の社会生活を見据えた関係機関等の連携した個

別支援教育の実施 
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４ 社会参加・就労の推進 

（１）社会参加・参画の促進 

 

＜第３期計画における現状と評価＞ 

  

①障害者支援施設において、地域行事へ参加するなど、障がい者（児）と地域との交

流の推進を図りましたが、市全体では障がい者（児）の地域行事への参加は十分に

は進んでいない状況です。 

 

②地域活動支援センターの活動において、障がい者（児）の社会参加を推進するため、 

市内の体育館・温泉トレーニングプールを活用したスポーツ活動の推進、障がい者 

（児）アート展の開催、他市との交流など活動内容の充実を図っており、参加者も 

増加傾向にあります。一方、参加者については、特定の人に限られる傾向があり、 

今後は地域活動等の社会参加を希望する障がい者で、障がいにより公共交通機関を 

利用できず、活動へ参加できない方への支援も含め、より多くの人が参加できるよ 

うな方策の検討が必要です。 

 

妙高市地域活動支援センター延べ利用者数     

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

利用者数（人） ２，１８４ １，９９８ ２，２９７ ２，３４６ ２，８９８ ３，０００ 

   

 

＜第４期計画における課題＞ 

 

①障がい者（児）の社会参加の促進に向け、地域において障がい者（児）理解と障が 

いの特性への配慮について広く求めていく必要があります。合わせて、社会参加を 

行う上での移動手段や介助者の確保についても継続して取り組む必要があります。 

 

②障がい者（児）が参加できるイベントなどの情報を迅速に提供していくとともに、 

今後もスポーツや芸術・文化活動への参加を促していく必要があります。 

 

＜施策の方向＞ 

 

①地域活動への参加や文化・スポーツ活動の推進（施策体系図４-(1)-①） 

障害者支援施設と地域との交流を継続するとともに、地域における障がい者（児） 

理解を進め、障がい者（児）の社会参加にむけた取り組みを働きかけます。また、 

地域活動支援センターでの活動を継続するとともに、内容を充実させるなどの取り 

組みを推進します。さらに、障がい者（児）の社会活動を促進するため、送迎など 

の移動手段の確保について、必要に応じた支援を行います。 
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＜施策の展開＞ 

施策の方向 施策の内容 担当窓口 

①地域活動への

参加や文化・

スポーツ活動

の推進 

◎地域・町内会活動への参加 

 ・地域における障がい者（児）理解の推進 

 ・地域、町内会における障がい者（児）が行事等へ参加 

するための支援に向けた取り組みの推進 

◎文化・芸術、スポーツ活動への参加 

 ・障がい者（児）の芸術、文化活動など創作活動の推進 

 ・文化、芸術イベントやスポーツ大会参加に向けた支援 

の検討 

 ・地域活動支援センターの活動内容の充実（関連ページ 

：８１） 

福祉介護課 

生涯学習課 

 

（２）就労支援体制の充実 

 

＜第３期計画における現状と評価＞ 

 

①障がい者の自立に向け、就労支援施設の３事業所（ほっと妙高ワークセンター、り

んどうの里、ワークセンターこでまり）では、これまで就労継続支援Ｂ型を実施し

ていましたが、新たに市内において就労支援施設２ヵ所が開設（障害者サポートセ

ンターのぞみは新設、ワークセンターこでまりは移転）されたことで、就労支援の

充実が図られ、平成２４年度から２８年度において１９人が就労に結びつきました。

サービスの利用状況は、ここ数年では、ほぼ横ばいとなっており、今後も継続的な

利用が見込まれています。また、就労支援施設が取り組む封緘作業などの業務にお

いて、就労訓練に必要な備品の購入費補助を行い、訓練内容の拡充を図るとともに、

先進地視察による、新たな訓練メニューの創設に向けた検討を行いました。 

 

就労継続支援Ｂ型の利用状況（実人数）              単位：（人） 

 
平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

 ほっと妙高※       

 ほっと妙高ワークセンター 

（たけのこ工房・どんぐり 

工房・軽食喫茶クリエ） 

５５ ５７ ５６ ６１ ６０ ３２ 

 障害者サポートセンターのぞみ

（のぞみ工房・パン工房） 
－ － － － － ２８ 

りんどうの里 １７ １７ １４ １５ １４ １４ 

ワークセンターこでまり １４ １９ ２５ ２７ ２９ ２８ 

計 ８６ ９３ ９５ １０３ １０３ １０２ 

 ※平成２９年度から、ほっと妙高ワークセンターの「のぞみ工房・パン工房」が、障害者サポートセンターのぞみとして新設 
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②障害者優先調達推進法が施行（平成２５年４月）され、障がい者（児）の工賃アッ

プに向け、市内就労支援施設が協働して、妙高市障害者福祉施設ワーキングネット

ワークを設立し、業務の受注拡大に向けて取り組みました。この結果、平成２８年

度の市内就労支援サービス利用者の平均工賃額は１４，２２９円となり、前年度  

（１３，６０７円）と比較して工賃がアップしました。 

 

市から障がい者就労支援施設への委託業務の発注状況 

 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

目標金額（千円） ２，４３３ ２，３７２ ２，７２０ ３，９９８ 

発注金額（千円） ２，１８７ ２，５９６ ３，６３０ ３，９９８ 

   

＜第４期計画における課題＞ 

 

①障がい者（児）の経済的自立に向けて、就労につながる相談・支援体制の強化とと 

もに、就労支援サービスの利用拡大に向けた取り組みが、引き続き必要です。 

 

②計画策定時のアンケート調査では、1ヵ月の収入金額については、８万円未満の方 

が約４０％おり、現在の工賃と障がい年金では十分ではない方もいると考えられま 

す。このため、障がい者の就労機会の拡大や工賃アップに向け、さらなる取り組み 

が求められています。 

 

＜施策の方向＞ 

 

①自立に向けた就労支援体制の強化（施策体系図４-(２)-①） 

公共職業安定所や障がい者（児）就労支援施設等の関係機関が連携し、障がい者（児） 

の就労支援体制をより一層強化します。合わせて、就労意欲のある障がい者（児） 

が、就労支援サービスを利用できるよう適切な支援を行い、利用の拡大を図ります。 

 

②就労支援サービスの充実（施策体系図４-(２)-②） 

就労に向け、必要な知識や能力を向上させる訓練メニューを充実するとともに、今 

以上の工賃アップが図られるよう、妙高市障害者福祉施設ワーキングネットワーク 

を主体とした、商工会議所等を通じた受注の拡大や、就労機会の拡大に向けた各種 

事業との連携に取り組みます。合わせて、市として事業所の活動に対して引き続き 

支援を行います。 

    

のぞみ工房のクッキー              パン工房のパン 
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＜施策の展開＞ 

施策の方向 施策の内容 担当窓口 

①自立に向けた

就労支援体制

の強化（関連

ページ：７６） 

◎就労に関する関係機関等の連携による支援体制の強化 

 ・【新】公共職業安定所、障がい者（児）就労支援施設、

総合支援学校、社会福祉事務所等の連携による支援体

制の強化 

 

観光商工課 

福祉介護課 

②就労支援サー

ビスの充実

（関連ペー

ジ：７６） 

◎就労に必要な知識や能力の向上にむけた訓練の充実と工 

賃アップに向けた支援 

 ・障がい者（児）のニーズに合わせた訓練メニューの確

保と訓練内容の充実 

 ・【新】工賃アップに向けた、商工会議所、民間企業等

から事業所への業務委託の推進 

 ・【新】障がい者（児）の就労機会の拡大に向けた各種

事業との連携の推進 
福祉介護課 

観光商工課 
◎事業所における活動への支援  

 ・新規就労支援事業の取り組みに向けた備品購入に対す

る補助 

 ・障がい福祉サービス事業所で生産を行っている食品や

伝統工芸品、農産物等における、新商品の開発、販路

拡大、製品の安定供給に向けた支援 

 

 

 

              ワークセンターこでまりの春駒 
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（３）一般就労の推進 

 

＜第３期計画における現状と評価＞ 

 

①市内外の就労支援事業所や、障害者就業・生活支援センターを中心に個別の就職支 

援を継続して行い、毎年一般就労につながっています。一方、就労支援制度等が整 

備されつつも、就労継続支援Ｂ型などの福祉的就労からの移行が図られないケース 

もあり、今後も一般就労への移行に向け、引き続き支援が必要です。 

 

②一般企業や官公庁などにおいて職場実習などの体験機会を提供し、就労に向けた支 

援を行いました。しかし、体験の受け入れ先の確保が難しい状況です。 

 

市内障がい者就労支援事業所の就労訓練による一般就労の状況       

 平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 
計 

就労者数（人） ５ ４ ５ ３ １ ７ ２５ 

   

  平成２４～２９年度までの一般就労への移行者数の目標値：延べ１５人 

 

就労移行支援の利用状況（実人数）                単位：（人） 

 平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

ほっと妙高ワークセンター １３ ８ １２ ８ ７ ６ 

ワークセンターこでまり １６ １７ １５ １２ １１ ８ 

障害者サポートセンターのぞみ － － － － － ７ 

計 ２９ ２５ ２７ ２０ １８ ２１ 

 

 

＜第４期計画における課題＞ 

 

①すべての事業主は法定雇用率以上の割合で障がい者を雇用する義務があります（障 

害者雇用率制度）。この法定雇用率が、平成２５年４月１日から引き上げられ、民 

間企業は2.0％、国・地方公共団体等は2.3％、都道府県等の教育委員会は2.2％に 

なりました。また、改正障害者雇用促進法が平成２８年度から施行され、障がいを 

理由とする差別の禁止や、障がい者が職場で働くにあたっての支障を改善するため 

の措置を講ずる（合理的配慮の提供）義務が生じています。今後も、企業や団体、 

市役所などでの雇用拡大が求められています。 
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②現在雇用されている障がい者（児）、特に知的障がい、精神障がいのある方の雇用 

が安定して継続するような支援とともに、障がい者（児）の職場への定着を図るた 

めの支援員の技能向上のための研修や、経験者による助言や指導が求められていま 

す。 

 

＜施策の方向＞ 

 

①障がい者（児）の雇用促進と定着支援（施策体系図４-(3)-①） 

平成３０年４月１日から法定雇用率が、民間企業は2.２％、国・地方公共団体等は 

2.５％、都道府県等の教育委員会は2.４％とさらに引き上げられます。このことか 

ら、障がい者（児）の雇用・就労の促進を図るため、市内事業所に対し、雇用への 

理解と啓発等を継続実施するとともに、障がい者（児）の就労定着にむけ、関係機 

関が連携し支援を行います。 

 

②職場体験等の機会の提供（施策体系図４-(3)-②） 

官公庁や一般企業における、職場実習の受け入れや、短期間試行雇用制度（トライ 

アル雇用制度）(注)の活用等をこれまでと同様に積極的に働きかけます。 

 

（注）短期間試行雇用制度（トライアル雇用制度）：障がいのある人に関する知識や雇用した経験の浅い事業所

が、試行期間（原則３ヵ月）を定めて障がいのある人を雇用し、雇用に関する知識や理解を深めることで、

就労機会の拡大に結びつけることを目的とする事業。ただし、制度の利用については公共職業安定所に確

認する必要がある。 

 

 

＜施策の展開＞ 

施策の方向 施策の内容 担当窓口 

①障がい者（児）

の雇用促進と定

着支援（関連ペ

ージ：７６） 

◎積極的な雇用の促進と法定雇用率の遵守 

 ・障がい者（児）の雇用拡大に向けた、障がいの特性

理解をはじめとした事業主への働きかけ 

 ・障がい者（児）の法定雇用率の堅守とさらなる雇用

の推進 

◎就労定着に向けた支援体制の充実 

 ・【新】障がい者（児）の就労定着に向け、障がい者

（児）就労支援施設、生活困窮相談支援員、企業等

が連携した支援体制の充実 

 

観光商工課 

福祉介護課 

総務課  

②職場体験等の機

会の提供 

 

◎職場体験の受け入れ拡充、トライアル雇用制度の促進 

 ・就労体験実習、訓練の場としての受け入れの働きか 

  け 

 ・短期間試行雇用制度（トライアル雇用制度）の促進 

 

観光商工課 

福祉介護課 
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 ５ 住まいの確保 

 （１）住環境の整備 

 

＜第３期計画における現状と評価＞ 

 

①障がい者（児）の暮らしの場の確保のため、社会福祉法人と連携しながらグループ 

ホームの整備を行うとともに、公営住宅については、エレベーターの設置等をはじ 

め、障がい者（児）に配慮した住宅を設けるなど、障がいがあっても容易に生活で 

きる環境の整備を進めました。 

 

  計画期間中における グループホームの整備：３棟（２４床） 

            公営住宅の整備：２棟（８０戸） 

 

②第２期妙高市障がい福祉計画に引き続き「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促 

進に関する法律（バリアフリー新法）」に基づいた、誰もが暮らしやすいまちづく 

りの実現に向け、建築物や道路、公園、公共交通機関などのバリアフリー化を推進 

しました。しかし、未対応の施設が残っています。 

 

③障がい者（児）の住宅の玄関、階段、浴室、便所、居室など身体の状態に応じたバ 

 リアフリー化のための改修費の一部助成や、住まいのリフォームに対する支援を行 

い、在宅生活の利便性の確保に努めました。 

 

障がい者（児）の住宅整備における助成状況       

 平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

見込み（件） ５ ７ ６ ５ ５ ５ 

助成（件） ４ ４ ４ １ ２ ０ 

 

＜第４期計画における課題＞ 

 

①生活の拠点となる「住まい」は、障がい者（児）が地域で安心して暮らしてくため 

に大切であり、利用者のニーズを踏まえ、障がいに配慮した適切な施設整備を進め 

る必要があります。 

 

②ユニバーサルデザインの考え方に基づき、障がい者（児）をはじめとした、すべて 

の人が快適に暮らせるまちづくりを進めていくことが大切です。そのために、建築 

物や道路、公園、公共交通機関などのバリアフリー化についても計画的に取り組む 

ことが必要です。 
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＜施策の方向＞ 

 

①くらしの場の整備（施策体系図５-(1)-①） 

障がい者（児）の自立した生活を支援するため、グループホームをはじめ、必要な 

施設の整備や拡充を行い、地域生活への移行を推進します。 

 

②障がいに配慮した住宅整備等の推進（施策体系図５-(1)-②） 

重度障がい者（児）に対し住宅改修費の助成を行います。また、耐震診断を促進す 

るとともに、住まいのリフォームに対する補助を行うなど、住みよい環境づくりに 

向けた支援を継続します。 

 

③障がい者（児）にやさしい施設整備の推進（施策体系図５-(1)-③） 

安心して自由に行動ができ、いつでも、どこでも安全で快適に過ごせるよう、公共 

施設や道路、歩道のバリアフリー化を計画的に推進するとともに、民間施設や公共 

交通機関などへも働きかけます。 

 

＜施策の展開＞ 

施策の方向 施策の内容 担当窓口 

①くらしの場の

整備（関連ペ

ージ：７８） 

◎住まいの場の充実 

 ・【新】地域生活への移行に向けた、グループホームの 

整備、拡充 

 ・公営住宅のバリアフリー化の推進 

 

福祉介護課 

建設課 

②障がいに配慮

した住宅整備

等の推進 

◎快適な住生活を営むための住宅改修等への支援 

 ・重度障がい者（児）の住宅改修に対する支援 

 ・耐震診断の促進や、住まいのリフォームへの補助によ

る支援 

 

福祉介護課 

建設課 

③障がい者（児）

にやさしい施

設整備の推進 

◎公共施設のバリアフリー化の推進 

 ・新井ふれあい会館等の計画的なバリアフリー化 

・体育施設、教育施設、文化施設、社会福祉施設、学校

等のバリアフリー化の推進 

  

 

福祉介護課 

建設課 

こども教育課 

生涯学習課 

農林課 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年度 心のままのアート展より 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第5章 実施計画(サービス見込み量) 
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第１節 数値目標 

 

１．福祉施設の入所者の地域生活への移行 

  ◎国の基本指針 

平成３２年度末までに、平成２８年度末時点（以下基準日）の施設入所者数の９％

以上が地域生活へ移行することを目指し、平成３２年度末時点の施設入所者数を

基準日の２％以上削減することを基本としていますが、下記のとおり地域の実情

を踏まえて設定しました。 

 

    【地域移行者数】 

項目 数値 考え方 

基準日入所者数 46人 基準日時点の施設入所者数 

目標年度入所者数 49人 平成３２年度末時点の利用人員 

【目標値】削減見込み 

-3人 差引減少見込み 

-6.5% 減少割合 

【目標値】地域生活移行者数 

 0人 グループホーム等移行者数 

0% 移行割合 

 

 

２．精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

  ◎国の基本指針 

   平成３２年度末までに、保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置すること

を基本としていますが、下記のとおり地域の実情を踏まえて設定しました。 

 

    【協議の場の設置】 

項目 可否 開始予定時期 

協議の場の設置の有無 可 平成３２年度 

考え方（想定される体制等） 

既存の自立支援協議会を利用して、精神障がい者（児）の地域生活に関する協議

を行う。（※協議の場に市役所、保健所、地域包括支援センター、病院、相談支

援事業所、障がい福祉サービス事業所等の関係者を参集。） 
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３．地域生活支援拠点等の整備 

  ◎国の基本指針 

   平成３２年度末までに、市または上越圏域に少なくとも一つの拠点を整備するこ

とを基本としていますが、下記のとおり地域の実情を踏まえて設定しました。 

 

  【地域生活支援拠点等の整備】 

項目 可否 開始予定時期 

地域生活支援拠点の整備の有無 可 平成３２年度 

考え方（想定される機能、体制等） 

市に２４時間対応可能な相談窓口の体制を整備するとともに、緊急時の短期入所

の確保を行う。 

 

 

４．福祉施設から一般就労への移行等 

（１）福祉施設から一般就労への移行 

  ◎国の基本指針 

   福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平成３２年度中に一般

就労に移行する者の数値目標を設定します。平成２８年度の一般就労への移行実

績の1.5倍以上とすることを基本としていますが、下記のとおり地域の実情を踏ま

えて設定しました。 

 

    【福祉施設から一般就労への移行者数】 

項目 数値 考え方 

平成２８年度一般就労移行者数 1人 
平成２８年度において一般就労へ 

移行した人数 

【目標値】 

目標年度一般就労移行者数 

3人 
平成３２年度において一般就労へ 

移行した人数 

3倍 平成２８年度との比較 
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（２）就労移行支援事業の利用者数 

  ◎国の基本指針 

   平成３２年度末における利用者数が、平成２８年度末における利用者数の２割以

上増加することを基本としていますが、下記のとおり地域の実情を踏まえて設定

しました。 

 

【就労移行支援事業の利用者数】 

項目 数値 考え方 

平成２８年度末 

就労移行支援事業利用者数 
13人 

平成２８年度末において就労移行

支援事業の利用者数 

【目標値】 

目標年度の就労移行支援事業の

利用者数 

 29人 
平成３２年度末において就労移行

支援事業の利用者数 

223.0% 平成２８年度末との比較 

 

 

（３）就労移行率の３割以上の事業所の割合 

  ◎国の基本指針 

   平成３２年度末において、就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の

事業所を全体の５割以上とすることを基本としていますが、下記のとおり地域の

実情を踏まえて設定しました。 

 

【就労移行率の３割以上の事業所数】 

項目 数値 考え方 

平成３２年度末 

就労移行支援事業所数 
３ヵ所 

平成３２年度末における就労移行

支援事業所の数 

平成３２年度末 

就労移行率３割以上の事業所数 
1ヵ所 

平成３２年度末における就労移行

率３割以上の事業所の数 

【目標値】 

目標年度の就労移行率３割以上

の事業所の割合 

 33.3％ 

平成３２年度末における就労移行

支援事業所のうち、就労移行率３

割以上の事業所の割合 
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（４）就労定着支援利用による職場定着率 

  ◎国の基本指針 

   各年度における就労定着支援による支援開始から１年後の職場定着率を80％以上

となることを基本としていますが、下記のとおり地域の実情を踏まえて設定しま

した。 

 

【就労定着支援利用による職場定着率】 

項目 数値 考え方 

平成３０年度新規利用者数 5人 

平成３０年度中において就労定着

支援事業を新規に利用する（見込

まれる）者の数 

【目標値】 

目標年度の職場定着者数 
4人 

平成３１年度末までに、事業を利

用して１年以上に渡り一般就労し

ている（見込まれる）者の数 

平成３１年度新規利用者数 6人 

平成３１年度中において就労定着

支援事業を新規に利用する（見込

まれる）者の数 

【目標値】 

目標年度の職場定着者数 
5人 

平成３２年度末までに、事業を利

用して１年以上に渡り一般就労し

ている（見込まれる）者の数 
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５．障がい児支援の提供体制の整備等 

（１）障がい児支援の提供体制 

  ◎国の基本指針 

   平成３２年度末までに、下記について整備することを基本としていますが、下記

のとおり地域の実情を踏まえて設定しました。 

    ・児童発達支援センター（注）：少なくとも１ヵ所以上 

    ・保育所等訪問支援：利用できる体制を構築する。 

    ・主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援及び放課後等デイサービス：

１ヵ所以上 

 

【障がい児支援の提供体制】 

項目 数値 考え方 

児童発達支援センターの設置 ０ヵ所 各市に少なくとも１ヵ所以上設置 

保育所等訪問支援の提供体制 ０ヵ所 
各市において保育所等訪問支援を

利用できる体制を構築 

主に重症心身障がい児を支援す

る児童発達支援の確保 
０ヵ所 各市に少なくとも１ヵ所以上確保 

主に重症心身障がい児を支援す

る放課後等デイサービスの確保 
０ヵ所 各市に少なくとも１ヵ所以上確保 

 

（注）児童発達支援センター：障がいのある児童を通所させて、日常生活における基本的動作の指導、自活に必要な知

識や技能の付与、または集団生活への適応のための訓練を行う施設。 

 

（２）医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

  ◎国の基本指針 

   平成３０年度末までに、保健、医療、福祉、保育、教育等の関係機関等による協

議の場を設置することを基本としていますが、下記のとおり地域の実情を踏まえ

て設定しました。 

 

  【医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置】 

項目 可否 開始予定時期 

協議の場の設置の可否 可 平成３０年度 

考え方（想定される機能、体制等） 

医療的ケア児の地域支援に関する協議を自立支援協議会等で行う。（※協議の場

に市役所、保健所、病院、相談支援事業所、障がい児通所支援事業所、保育所、

特別支援学校等の関係者を参集するほか上越圏域の自立支援協議会とも連携を図

る。） 
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第２節 障がい福祉サービス等の見込量 

 

１．訪問系サービス 

（１）居宅介護 

障がい者（児）のいる家庭にホームヘルパーを派遣し、入浴、排せつなどの身体 

介護や食事・洗濯・掃除などの家事援助を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 43 35 47 38 52 36 

利用時間／月（時間） 645 461 710 466 780 477 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 41 31 43 29 48 29 

利用時間／月（時間） 533 422 559 362 624 255 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 30 31 32 

利用時間／月（時間） 300 310 320 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と在宅のサービス未利用者、精神科からの退院による障がい者（児） 

の在宅移行者を見込みました。 

◎利用時間／月 

実績のサービス利用状況を勘案し、１人当たり１０時間／月を見込みました。 

 



 

- 44 - 

（２）重度訪問介護 

重度の障がい者で常時介護を要する人の家庭にホームヘルパーを派遣し、生活全 

般にわたる介護のほか、外出時における移動中の介護を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 1 0 1 0 1 0 

利用時間／月（時間） 230 0 230 0 230 0 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 1 0 1 0 1 0 

利用時間／月（時間） 201 0 201 0 201 0 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 1 1 1 

利用時間／月（時間） 123 123 123 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

障害支援区分５で身体に麻痺がある障がい者を見込みました。 

◎利用時間／月 

厚生労働省資料「重度訪問介護の現状等について」を参考に１人当たりの月平均 

利用時間数の１２３時間で見込みました。 
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（３）行動援護 

知的障がい、または精神障がい者（児）で、ひとりでの行動が難しい人にホーム

ヘルパーを派遣し、行動する際に生じる危険回避に必要な援助や外出時における

移動中の介助を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 13 10 18 5 24 4 

利用時間／月（時間） 211 71 253 45 304 34 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 6 3 8 3 12 3 

利用時間／月（時間） 54 32 72 14 108 13 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 4 5 6 

利用時間／月（時間） 20 25 30 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と在宅のサービス未利用者、精神科からの退院による障がい者（児） 

の在宅移行者を見込みました。 

◎利用時間／月 

実績のサービス利用状況を勘案し、１人当たり５時間／月を見込みました。 
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（４）重度障がい者等包括支援 

障害支援区分６（児童については区分６に相当する心身の状態）で意思疎通が著

しく困難な人に対して、居宅介護などの複数のサービスを包括的に提供します。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 1 0 2 0 2 0 

利用時間／月（時間） 88 0 176 0 176 0 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 1 0 1 0 1 0 

利用時間／月（時間） 88 0 88 0 88 0 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 0 0 0 

利用時間／月（時間） 0 0 0 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

サービス提供可能な事業所が県内にないため、現状を見込みました。 

◎利用時間／月 

サービス提供可能な事業所が県内にないため、現状を見込みました。 
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（５）同行援護 

視覚障がいにより移動に著しい困難を伴う人の外出時にホームヘルパーが同行

し、 移動に必要な情報を伝えるとともに、移動の際の援助や社会生活に必要な手

続き等を支援します。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 3 1 3 1 4 1 

利用時間／月（時間） 30 7 30 8 40 10 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 3 1 6 1 8 1 

利用時間／月（時間） 30 10 60 9 80 10 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 2 3 3 

利用時間／月（時間） 20 30 30 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

外出時に支援が必要な重度の視覚障がい者（児）を見込みました。 

◎利用時間／月 

実績から１月当たりの平均利用時間１０時間で見込みました。 
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２．日中活動系サービス 

 

（１）生活介護 

常時介護が必要で、障害支援区分３以上の人、または50歳以上で障害支援区分２

以上の人に対して、昼間、入浴、排せつなどの介護や、食事の支援を行うととも

に、創作的活動または生産活動の機会を提供します。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 55 79 60 84 67 90 

利用日数／月（日） 1,210 1,473 1,320 1,556 1,474 1,748 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 110 91 120 91 122 95 

利用日数／月（日） 2,200 1,790 2,400 1,784 2,440 1,840 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 99 107 110 

利用日数／月（日） 1,980 2,140 2,200 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と在宅のサービス未利用者、精神科からの退院による障がい者 

（児）、特別支援学校の卒業生、障がい児施設入所者を見込みました。 

◎利用日数／月 

実績の平均利用日数２０日／月で見込みました。 
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（２）自立訓練（機能訓練） 

地域生活を営むうえで身体機能・生活能力の維持・向上などに支援が必要な身体

障がい者（児）を対象に、自立した日常生活や社会生活を送ることができるよう、

一定期間、身体機能または生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 1 0 2 3 2 3 

利用日数／月（日） 10 0 20 23 20 52 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 4 1 5 0 6 1 

利用日数／月（日） 68 1 85 0 102 16 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 2 3 4 

利用日数／月（日） 44 66 88 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と在宅のサービス未利用者、精神科からの退院による障がい者（児） 

を見込みました。 

◎利用日数／月 

平均利用日数２２日／月で見込みました。 
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（３）自立訓練（生活訓練） 

地域生活を営むうえで生活能力の維持・向上などの支援が必要な知的障がい・精

神障がい者（児）を対象に、自立した日常生活や、社会生活を送ることができる

よう、一定期間、生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 41 34 47 7 56 5 

利用日数／月（日） 552 175 621 87 735 55 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 7 4 9 4 13 6 

利用日数／月（日） 77 77 99 84 143 132 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 7 8 9 

利用日数／月（日） 154 176 198 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と在宅のサービス未利用者、精神科からの退院による障がい者（児） 

を見込みました。 

◎利用日数／月 

実績から平均利用日数２２日／月で見込みました。 
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（４）自立訓練（宿泊型自立訓練） 

地域生活を営むうえで生活能力の維持・向上などの支援が必要な知的障がい・精

神障がい者（児）を対象に、居室その他の設備を利用させるとともに、家事等の

日常生活能力を向上させるため、一定期間、必要な訓練を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 9 8 12 6 15 3 

利用日数／月（日） 198 175 264 102 330 52 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 5 4 7 4 11 6 

利用日数／月（日） 85 95 119 128 187 174 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 7 8 9 

利用日数／月（日） 203 232 261 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と在宅のサービス未利用者、精神科からの退院による障がい者（児） 

を見込みました。 

◎利用日数／月 

実績から平均利用日数２９日／月で見込みました。 
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（５）就労移行支援 

一般就労などを希望し、企業などへの雇用または在宅就労等が見込まれる65歳未

満の人を対象に、一定期間、生産活動などの機会の提供、就労に必要な知識の習

得、及び能力向上のための訓練を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 42 27 47 30 54 26 

利用日数／月（日） 714 375 799 301 918 336 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 34 15 41 13 49 24 

利用日数／月（日） 442 260 533 229 637 352 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 25 29 29 

利用日数／月（日） 425 493 493 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と在宅のサービス未利用者、及び特別支援学校の卒業生を見込み 

ました。 

◎利用日数／月 

実績から平均利用日数１７日／月を見込みました。 
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（６）就労継続支援（Ａ型） 

就労に必要な知識の習得・能力の向上を図ることにより、事業所の雇用契約に基

づく就労が可能と見込まれる人に対して、就労の場を提供します。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 3 1 5 2 7 2 

利用日数／月（日） 57 20 95 25 133 26 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 5 2 7 3 10 4 

利用日数／月（日） 100 37 140 49 200 65 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 7 8 9 

利用日数／月（日） 126 144 162 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と在宅のサービス未利用者、及び特別支援学校の卒業生を見込み 

ました。 

◎利用日数／月 

実績から平均利用日数１８日／月をかけて見込みました。 
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（７）就労継続支援（Ｂ型） 

一般就労や就労継続支援Ａ型での就労経験がある人で、年齢や体力面で雇用され

ることが困難になった人、就労移行支援を利用したが、一般就労や就労継続支援

Ａ型の雇用に結びつかなかった人、または、これらに該当しない人で50歳に達し

ている人や障害基礎年金1級の受給者を対象に、就労の場を提供するとともに、

就労に必要な知識の習得・能力の向上のために必要な訓練を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 36 83 41 92 48 89 

利用日数／月（日） 576 1,257 656 1,455 768 1,416 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 108 91 144 90 152 97 

利用日数／月（日） 1,728 1,543 2,304 1,534 2,432 1,528 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 101 103 105 

利用日数／月（日） 1,818 1,854 1,890 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と在宅のサービス未利用者、精神科からの退院が可能な障がい者 

（児）、特別支援学校の卒業生を見込みました。 

◎利用日数／月 

実績の平均利用日数１８日／月で見込みました。 
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（８）就労定着支援 

一般就労へ移行した障がい者について、就労に伴う生活面の課題に対し、就労の

継続を図るために企業・自宅等への訪問や障がい者の来所により必要な連絡調整

や指導・助言等を行います。平成３０年度から新しくサービスが開始されます。 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） ５ ６ ６ 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

就労移行支援や就労継続支援を利用して一般就労する障がい者を見込みました。 

 

 

（９）療養介護 

常時介護を必要とする人で、障害支援区分６で病院などへの長期入院による医療

に加え、人工呼吸器による呼吸管理を行っている人、及び障害支援区分５以上の

筋ジストロフィー患者、または重度心身障がい者（児）を対象に、医療機関で機

能訓練や療養上の管理、看護、介護及び日常生活上の援助を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 15 14 19 15 19 16 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 16 16 17 16 18 16 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 16 17 18 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と療養介護へ移行する可能性がある重度心身障がい者（児）を見 

込みました。 
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（10）短期入所（福祉型） 

介護者が病気などの理由により、在宅での生活が困難な障がい者（児）に施設で

入浴、排せつ、食事などの介護を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 34 39 37 37 41 29 

利用日数／月（日） 136 152 148 158 164 164 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 42 23 48 22 53 40 

利用日数／月（日） 252 235 288 202 318 193 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 43 47 51 

利用日数／月（日） 215 235 255 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と在宅のサービス未利用者、特別支援学校の卒業生、ニーズ調査 

に基づく伸び率を見込みました。 

◎利用日数／月 

実績から平均利用日数５日／月で見込みました。 
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（11）短期入所（医療型） 

介護者が病気などの理由により、在宅での生活が困難な遷延性意識障がい者（児）、

筋萎縮性側索硬化症（ALS）等の運動ニューロン疾患の分類に属する疾患を有

する者及び重症心身がい者（児）に病院等で入浴、排せつ、食事などの介護を行

います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 3 1 3 2 3 2 

利用日数／月（日） 6 1 6 3 6 15 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 4 2 5 2 6 2 

利用日数／月（日） 24 5 30 7 36 8 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 2 3 4 

利用日数／月（日） 6 9 12 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と在宅のサービス未利用者、ニーズ調査に基づく伸び率を見込み 

ました。 

◎利用日数／月 

実績から平均利用日数３日／月で見込みました。 
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（12）放課後等デイサービス 

就学中の障がい児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力

向上のための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障がい

児の自立を促進するとともに、放課後等の居場所づくりを行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 22 21 29 26 38 31 

利用日数／月（日） 220 215 290 220 380 217 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 37 41 46 

利用日数／月（日） 259 287 322 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者とニーズ調査に基づく伸び率を見込みました。 

◎利用日数／月 

実績から平均利用日数７日／月で見込みました。 
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（13）児童発達支援 

ことばや心と体の発達、成長に心配のある幼児が保護者とともに通園し、遊びや

交流を通して幼児の発達を支援します。 

 

【 実績 】 

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 68 56 88 66 114 97 

利用日数／月（日） 204 109 264 128 342 140 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 101 107 111 

利用日数／月（日） 202 214 222 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者とニーズ調査に基づく伸び率を見込みました。 

◎利用日数／月 

実績から平均利用日数２日／月で見込みました。 

 

 

（14）医療型児童発達支援 

福祉サービスとしての児童発達支援にあわせ、上肢・下肢または体幹に障がいの

ある児童に対して必要とされる治療を行います。 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 0 0 0 

利用日数／月（日） 0 0 0 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

サービス提供可能な事業所が県内にないため、現状を見込みました。 

◎利用時間／月 

サービス提供可能な事業所が県内にないため、現状を見込みました。 
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（15）居宅訪問型児童発達支援 

重度の障がいなどで、通所での支援の利用が困難な障がいのある児童に対して、

居宅を訪問して発達支援を行います。平成３０年度から新しくサービスが開始さ

れます。 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 1 1 1 

利用日数／月（日） 2 2 2 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

利用が見込まれる重度の障がい児を見込みました。 

◎利用時間／月 

利用日数２日／月で見込みました。 

 

 

（16）保育所等訪問支援 

保育所などに通う障がいのある児童を対象にして、施設を支援員が訪問し、集団

生活への適応のための専門的な支援などを行います。 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 0 0 0 

利用日数／月（日） 0 0 0 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

家庭児童相談員及び特別支援教育指導員で市内保育所等を定期的に訪問し、指導 

しているため、現状を見込みました。 

◎利用日数／月 

家庭児童相談員及び特別支援教育指導員で市内保育所等を定期的に訪問し、指導 

しているため、現状を見込みました。 
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３．居住系サービス 

 

（１）共同生活援助（グループホーム） 

障がい者で、日常生活上の援助を必要とする人に、共同生活を送りながら地域で

自立した日常生活ができるよう介護や支援を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 34 33 46 38 49 43 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 45 40 50 38 60 39 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 40 41 48 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と在宅のサービス未利用者、精神科からの退院が可能な障がい者、 

さらには新規施設を想定した入居者を見込みました。 
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（２）施設入所支援 

生活能力により単身での生活が困難な人、地理的条件などにより通所することが

困難な人に対して、施設において、入浴、排せつ、食事の介護などを行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 42 46 42 48 42 48 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 48 48 47 46 46 46 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 47 48 49 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

現在の実利用者と施設入所待機上位者を見込みました。 

 

（３）自立生活援助 

１人暮らしに必要な理解力や生活力を補うために、定期的な居宅訪問や随時の対

応により必要な支援を行います。平成３０年度からサービスが開始されます。 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 1 1 1 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

グループホームから１人暮らしに移行する障がい者を見込みました。 
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４．サービス等利用計画作成など相談支援 

 

（１）計画相談支援（サービス等利用計画作成） 

サービスを利用したい本人やその保護者が、必要なサービスを適切に利用できる

よう、心身の状況やおかれている環境、サービスの利用に関する意向、その他の

事情などを勘案し、サービス等利用計画の作成を支援します。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

計画作成数／年（件） 6 2 13 76 19 120 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

計画作成数／年（件） 243 406 284 392 315 410 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

計画作成数／年（件） 426 448 472 

 

計画値の算出根拠 

◎計画作成数／年 

現在の実利用者に年度ごとの伸び率を見込みました。 
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（２）地域移行支援 

福祉施設及び矯正施設等に入所している障がい者、及び精神科へ入院している障

がい者（児）を対象に、医療、福祉等の関係機関の連携のもと、本人が充実した

地域生活を送ることができるように在宅生活への移行を支援します。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 1 0 2 1 4 1 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 2 2 4 1 8 1 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 1 2 3 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

精神科からの退院が可能な障がい者（児）、及び障がい者（児）施設等から在宅 

への移行者を見込みました。 
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（３）地域定着支援 

住み慣れた地域を拠点とし、医療機関や協力機関等との連携を強化し、地域生活

を安定・継続させる体制の充実を図ることにより、円滑な地域定着のための支援

を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 20 0 20 0 20 0 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／月（人） 2 0 4 0 8 0 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／月（人） 1 2 3 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／月 

精神科からの退院が可能な障がい者、及び障がい者施設等から在宅への移行者を 

見込みました。 

 

 

（４）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置 

医療的ケア児に対して、専門的な知識と経験に基づいて、支援に関わる関係機関

との連携を図るコーディネーターを配置し、必要な支援を行います。 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

配置人数 1 2 3 

 

計画値の算出根拠 

◎配置人数 

相談支援専門員及び保健師を見込みました。 
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第３節 地域生活支援事業 

 

１．必須事業 

（１）理解促進研修・啓発事業 

地域住民に対し、障がい者（児）の理解を深めるため研修・啓発を行います。 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施の有無 有 有 有 

 

計画値の算出根拠 

◎実施の有無 

現状から勘案して算出しました。 

 

 

（２）自発的活動支援事業 

障がい者（児）が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障が

い者（児）、その家族、地域住民等による地域における自発的な取り組みを支援

することにより、共生社会の実現を図ります。 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施の有無 無 無 無 

 

計画値の算出根拠 

◎実施の有無 

現状から勘案して算出しました。 
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（３）相談支援事業 

相談支援事業では相談、福祉サービスの利用援助（情報提供、相談等）、社会資

源を活用するための支援（各種支援施策に関する助言・指導等）、社会生活力を

高めるための支援、権利擁護のために必要な援助、専門機関の紹介などを行いま

す。 

 

①相談支援事業（妙高市内） 

障がい者（児）等の福祉や介護サービスなどに関する相談に応じ、必要な情報及

び助言などを行うとともに、虐待の防止や早期発見のための関係機関との連絡調

整、障がいのある人等の権利擁護のために必要な援助を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

相談員設置人数（人） 2 2 3 2 3 2 

相談支援事業所数（ヵ所） 2 1 2 1 2 1 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

相談員設置人数（人） 2 2 3 2 3 2 

相談支援事業所数（ヵ所） 1 1 2 1 2 1 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

相談員設置人数（人） 2 2 2 

相談支援事業所数（ヵ所） 1 1 1 

 

計画値の算出根拠 

◎相談員設置人数 

現状から勘案して算出しました。 

◎相談支援事業所数 

現状から勘案して算出しました。 
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②相談支援事業（妙高市外） 

相談支援体制を今後も維持・継続するために、専門的知識を有する市外相談支援

事業所職員と連携し、相談支援の体制強化を図ります。 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

相談員設置人数（人） 2 1 3 1 3 1 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

相談員設置人数（人） 1 1 2 1 3 1 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

相談員設置人数（人） 1 1 1 

 

計画値の算出根拠 

◎相談員設置人数 

市外事業所の相談員数を見込みました。 

 

 

（４）成年後見制度利用支援事業 

障がい福祉サービスの利用者などで、成年後見制度の利用が必要と認められる人

に対し、成年後見制度を利用するための支援を行います。（申立に関する支援、

申立に要する費用に関する支援）   

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／年（人） 2 0 2 0 2 0 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／年（人） 1 0 2 0 3 1 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／年（人） 1 2 3 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／年 

現状から勘案して算出しました。 
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（５）成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度を適正に行うことができる法人を確保できる体制を整備するための

活動を支援します。 
 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施の有無 無 無 有 

 

計画値の算出根拠 

◎実施の有無 

現状から勘案して算出しました。 

 

 

（６）コミュニケーション支援事業（意思疎通支援事業） 

聴覚、言語機能、音声機能その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支障が

ある障がい者（児）を対象に、手話奉仕員、要約筆記奉仕員を派遣するとともに、

手話通訳者の養成を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

手話奉仕員人数（人） 4 2 5 2 7 2 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

手話奉仕員人数（人） 3 3 4 3 5 3 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

手話奉仕員人数（人） 4 4 4 

 

計画値の算出根拠 

◎手話奉仕員人数 

現在の手話奉仕員と新たに加わる手話奉仕員をもとに見込みました。 
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（７）日常生活用具給付等事業 

重度の身体障がい者（児）、及び知的障がい者（児）で、当該用具を必要とする

人に、日常生活上の利便性の向上を図るための用具を給付します。 

 

【 実績 】 

 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

介護・訓

練支援用

具（件） 

2 3 2 4 3 5 6 1 8 0 10 1 

自立生活

支援用具

（件） 

14 10 19 9 25 9 9 4 9 7 9 6 

在宅療養

等支援用

具（件） 

6 2 6 7 6 7 7 6 7 8 7 7 

情報・意思

疎 通 支 援

用具（件） 

24 9 48 5 96 7 10 1 14 2 20 2 

排せつ管

理支援用

具（件） 

725 617 870 688 1,044 700 714 542 728 483 743 513 

在宅生活

動作補助

用具（件） 

2 4 2 4 2 4 4 1 4 0 4 1 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

介護・訓練支援用具（件） 2 4 8 

自立生活支援用具（件） 6 7 8 

在宅療養等支援用具（件） 7 8 9 

情報・意思疎通支援用具（件） 2 3 4 

排せつ管理支援用具（件） 544 577 612 

在宅生活動作補助用具（件） 1 2 3 

 

計画値の算出根拠 

◎各日常生活用具 

給付品目ごとに、実績からの伸び率をもとに見込みました。 
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（８）移動支援事業 

障がい者（児）で、外出時に支援が必要とする人に対し、移動支援を行います。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／年（人） 10 10 12 12 15 14 

利用延べ時間／年（時間） 192 442 230 247 276 296 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／年（人） 17 16 20 22 24 25 

利用延べ時間／年（時間） 355 352 426 656 511 741 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／年（人） 28 31 35 

利用延べ時間／年（時間） 837 945 1,067 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／年 

実績をもとに見込みました。 

◎利用延べ時間／年 

実績をもとに見込みました。 
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（９）地域活動支援センター事業（妙高市内） 

ものをつくり出す創作的・生産的活動や、社会との交流を増やす活動などを行う

場所として、障がいのある人の地域生活を支援します。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

センター設置数（ヵ所） 3 1 3 1 3 1 

利用延べ人数／年（人） 778 2,184 855 1,922 940 2,173 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

センター設置数（ヵ所） 1 1 2 1 2 1 

利用延べ人数／年（人） 2,455 2,346 2,774 2,898 3,134 3,400 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

センター設置数（ヵ所） 1 1 1 

利用延べ人数／年（人） 4,000 4,480 5,017 

 

計画値の算出根拠 

 ◎センター設置数 

市内事業所数で見込みました。 

◎利用延べ人数 

実績をもとに見込みました。 
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２．任意事業 

（１）訪問入浴サービス事業 

在宅での入浴が困難な身体障がい者（児）を対象に、訪問入浴車による入浴サー

ビスを提供します。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／年（人） 4 3 5 2 6 2 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／年（人） 2 1 2 1 2 1 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／年（人） 2 2 3 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／年 

在宅で生活している入浴が困難な身体障がい者（児）をもとに見込みました。 
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（２）日中一時支援事業 

日中介護する者がいないため、一時的に見守り等の支援が必要な障がい者（児）

等の日中における活動の場を提供し、障がい者（児）等の家族の就労支援、及び

日常的に介護している家族の一時的な身体的・精神的負担の軽減を図ります。 

 

【 実績 】 

 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／年（人） 39 31 43 30 47 12 

利用延べ日数／年（日） 2,467 2,467 2,714 1,819 2,985 880 

       

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

実利用者数／年（人） 15 13 17 13 20 14 

利用延べ日数／年（日） 1,095 559 1,241 503 1,460 520 

 

【 計画 】 

 
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実利用者数／年（人） 15 17 19 

利用延べ日数／年（日） 540 612 684 

 

計画値の算出根拠 

◎実利用者数／年 

現在の実利用者と特別支援学校の卒業生を見込みました。 

◎利用延べ日数／年 

実績をもとに見込みました。 
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第４節 サービスの提供量確保のための方策 

<訪問系サービス> 

事 業 名 方 策 

居宅介護 ◎既存のサービス提供事業所に対して、訪

問系サービスのニーズ量に合わせたサー

ビス提供体制の確保と質の高いサービス

が提供できるように働きかけます。 

 

◎既存のサービス提供事業所に対して、喀

痰吸引（注１）、ホームヘルパー、ガイド

ヘルパー（注２）や同行援護従業者養成講

座等、重度障がい者（児）に対応した研

修等の受講を促し、重度障がい等の方々

が包括的にサービスの利用できる体制の

確保に努めます。 

 

重度訪問介護 

行動援護 

重度障がい者等包括支援 

同行援護 

 

（注１）喀痰吸引：咳とともに吐き出される痰のことを喀痰といい、その痰を機械によって吸引する行為をいう。 

（注２）ガイドヘルパー：単独での外出が困難な知的障がいや重度の視覚障がいのある人等を対象に、外出の際に付き

添い介護を行う人。 

 

http://www.kaigo110.co.jp/word/%E5%96%80%E7%97%B0
http://www.kaigo110.co.jp/word/%E5%90%B8%E5%BC%95
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<日中活動系サービス> （関連ページ：２０、３３、３５） 

事 業 名 方 策 

生活介護 

 

◎重度障がい者（児）の受け入れ環境が整

っている事業所や経験のある事業所に働

きかけ、サービスの拡充・強化と、利用

者枠の確保を図ります。 

 

◎現在、サービスを利用していないかたや

特別支援学校の卒業生を中心に、既存の

サービス事業所において、障がい者（児）

に対する訓練の場の確保を進めます。 

＜卒業見込み者数＞ 

  平成３０年度  ４人 

  平成３１年度  ３人 

  平成３２年度  ５人 

 

◎一般就労が困難な障がい者（児）に対し、

本人の状態に応じた就労訓練の場と、訓

練メニューの拡充を図るとともに、就労

継続支援Ａ型のサービスの確保に努めま

す。 

 

◎ハローワークや障害者就業・生活支援セ

ンター等を通じて、市内事業所に対して

情報提供を行うことで、障がい者（児）

雇用の理解と協力、就労の場の確保を進

めます。 

 

◎障がい者（児）の就労支援事業所との連

携を進めるとともに、工賃アップのため、

受注作業の拡充や、商品の販路拡大及び

販売促進に努めます。 

 

自立訓練（機能訓練） 

 

自立訓練（生活訓練） 

自立訓練（宿泊型自立訓練） 

就労移行支援 

就労継続支援（Ａ型） 

 

就労継続支援（Ｂ型） 

 

就労定着支援 ◎一般就労へ移行した障がい者が、就労に

伴う環境の変化により生じた生活面の課

題に対応できるよう、企業や自宅への訪

問等、きめ細かい支援を行います。 
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療養介護 ◎現在、在宅生活を行っている重症心身障

がい者（児）の中で、今後、サービス利

用が見込まれるかたの身体状況等の把握

や病院との連携を図り、床数の確保に努

めます。 

 

短期入所（福祉型） ◎介護保険サービス事業所で、短期入所生

活介護を行う事業所に働きかけ、今後増

加が見込まれる利用者に備えた、床数の

確保に努めます。 

＜確保見込み数＞ 

・平成３２年度  ３床（計１６床） 

 

短期入所（医療型） 

放課後等デイサービス ◎今後利用者の増加が見込まれることから

サービス提供事業所及びひばり園と連携

し、利用者のニーズに沿ったサービス提

供が図られるように努めます。 

 

児童発達支援 

医療型児童発達支援 

居宅訪問型児童発達支援 

保育所等訪問支援 
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<居住系サービス> 

事 業 名 方 策 

共同生活援助 

（グループホーム） 

（関連ページ：３７） 

 

◎入居希望者の動向を見極めながら、サー

ビス事業所との協議を行い、グループホ

ームの計画的な整備を進めながら、必要

数の確保に努めます。 

 ＜確保見込み＞ 

平成３２年度  ７床（計３９床） 

 

施設入所支援 ◎スムーズに施設入所が図られるよう待機

者の生活の現状把握に努め、施設と情報

共有を図ります。また、待機者のうち介

護保険サービスが適用される方は介護保

険施設への移行を適切に進め、待機者の

解消に努めます。 

＜待機者数＞ 

平成３０年度  ５名 

 

自立生活援助 ◎施設利用をしていた障がい者が一人暮ら

しを始めた時に、生活や健康上の問題等

がなく生活できるよう、訪問を行い、必

要な助言等の支援を行います。 
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<サービス等利用計画など相談支援> 

事 業 名 方 策 

サービス等利用計画作成 ◎個々の心身の状況に合ったサービスを提供

するため、相談支援専門員と連携し、適正

な計画作成に努めます。また、サービス提

供事業所に対して「新潟県相談支援従事者

初任者研修」の受講を積極的に促し、相談

支援専門員の増員を図るとともに、指定特

定相談支援事業所の確保に努めます。 

＜指定事業所＞ 

 ・指定特定相談支援事業所  

 

地域移行支援 ◎市外だけでなく市内でサービス提供が図ら

れるよう新規事業所の確保に努めます。 

 
地域定着支援 

医療的ケア児に対する関連分野の支援を

調整するコーディネーターの配置 

◎医療的ケア児等コーディネーター養成研

修を活用し、コーディネーターの確保に努

めます。 
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<地域生活支援事業（必須事業）> 

事 業 名 方 策 

理解促進研修・啓発事業 ◎地域住民の相互の理解を深めるための啓

発活動や教育・交流活動を継続するとと

もに、障がい者（児）の理解推進に向け

た取り組みを推進します。 

 

自発的活動支援事業 

相談支援事業 

（関連ページ：２４） 

◎相談員の資質向上を図るとともに、障害

者手帳所持者でサービス未利用者への訪

問等により必要な支援が適切に受けられ

るよう、相談支援の充実を図ります。ま

た、行政、福祉施設、医療機関、教育機

関等の関係者間における情報の共有と連

携の強化を図ります。 

 

◎近隣市と連携し、市外における相談支援

が円滑に行えるよう体制の整備に努めま

す。 

 

成年後見制度利用支援事業 

（関連ページ：２６） 

◎関係機関と連携し、成年後見制度の普及

啓発を推進するとともに、市報やホーム

ページなどを活用し制度の周知に努めま

す。 

 

◎成年後見制度を活用するための受け皿の

拡充を行い、支援体制の整備を図ります。 

 

成年後見制度法人後見支援事業 

コミュニケーション支援事業 

（意思疎通支援事業） 

（関連ページ：２１） 

◎妙高市ろう協会と連携し、手話通訳者や

要約筆記者の養成研修を継続し、利用者

のニーズに対応できるように努めます。 

＜手話奉仕員の確保見込み数＞ 

・平成３２年度  １人（計４人） 

 

日常生活用具給付等事業 ◎利用者のニーズを把握し、ニーズに合っ

た日常生活用具の適切な給付を行います。 

 



 

- 81 - 

移動支援事業 ◎障がい者（児）の日常生活や社会参加を

支援するため、サービス提供事業所の確

保及びサービスの質の向上に努めます。 

 

地域活動支援センター事業 

（妙高市内） 

（関連ページ：３１） 

◎障がい者（児）の増加が今後も見込まれ

ることから、地域活動支援センターⅢ型

（注）の機能強化に努めます。 

 

◎障がい者（児）の地域活動支援センター

での取り組みを継続するとともに、現在

取り組んでいる文化・芸術活動の内容を

充実させ活動を推進します。 

 

 

（注）地域活動支援センターは障がい者（児）等を通わせ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の

促進等地域の実情に応じ、市がその創意工夫により設置するもの。 

【内容】 

◎「基礎的事業」として、創作的活動、生産活動、社会との交流の促進等の事業を実施。 

◎上記に加え、事業の機能を強化するために下記の事業を実施する場合、その内容に応じ I 型～III 型までの類 

型を設定。 

       ａ：I 型…相談事業や専門職員（精神保健福祉士等）の配置による福祉及び地域の社会基盤との連携強

化、地域住民ボランティア育成、普及啓発等の事業を実施。 

         利用定員：１日当たり利用実人員 20 名以上 

       ｂ：II 型…機能訓練、社会適応訓練等、自立と生きがいを高めるための事業を実施。 

         利用定員：１日当たり利用実人員１５名以上 

       ｃ：III 型…運営年数及び実利用人員が一定数以上の小規模作業所の支援を充実。 

         利用定員：１日当たり利用実人員１０名以上 
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<地域生活支援事業（任意事業）> 

事 業 名 方 策 

訪問入浴サービス事業 ◎サービス希望者の身体状況等を把握し、

訪問入浴サービス提供事業所と情報共有

を図り、適切なサービス利用につながる

よう努めます。 

 

日中一時支援事業 ◎作業所における日中の見守りや開設時間

外（延長）利用等がスムーズに受けられ

るよう、引き続き、サービス提供事業所

へ働きかけを行い、サービス体制の充実

を図ります。 

 

 

 

 

第５節 計画の点検・評価体制 

本計画の効果的かつ着実な推進を図るため、計画の進捗状況を点検・評価し、必要に

応じて対策を講じていく必要があります。また、障がいのある人の地域生活や就労移行

を促進することも必要です。 

このため、関係機関やサービス提供事業者等を構成員とする妙高市障がい者地域自立

支援協議会において、計画の進捗管理や点検・評価を実施することで、この計画を推進

していきます。 
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第６章 資料編 

 

 



１　障がい者（児）へのアンケート調査

■アンケート調査の実施概要

配付数
(件)

回答数
(件)

回答率
(％)

1,542 886 57.5%

196 87 44.4%

62 30 48.4%

1,800 1,003 55.7%

■アンケート調査から読み取れること

　障がい者の現状と今後、不安なことや、望むことなどで多かったもの

◎18歳以上の身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者

●設問から

　〇基本情報（年齢、障がいの程度、介護状態等）

　　・７５％以上が高齢者（６５歳以上）、重度の障がい者（身体１～３、療育Ａ、精神１）が

　　　約６６％、要介護認定は約３８％、うち約３６％（１１９人）が要介護３以上　

　　　→高齢化が進んでいる

　〇就労状況、収入

　　・就労者は約２０％、また月収が15万円以上の者は約１９％

　　　→約７１％は月収が１５万円未満

　〇今後５年間の過ごし方、将来の生活について

　　・将来的に自宅で家族と暮らしたい（約６２％）

　〇保険・医療や、外出時等に困ることや不安なこと

　　・障がいが重度化したり病状が進むのが不安（約５５％）

　　・公共交通機関、建物設備の利用が不便、道路や建物に段差が多い、障がい者用駐車

　　　スペースが少ないなど（約１４～２４％）

　○バリアフリー化促進のための優先整備事項

　　・段差解消（約３３％）、障がい者用駐車スペース確保（約２３％）

　　　多機能トイレ整備（約１９％）

　○障がい福祉の相談機能の充実に必要なこと

　　・住んでいる身近な場所での相談（４４％）

　　　適切なアドバイスができる人材確保（３２％）

　○障がい者施策の充実に必要な取り組み

　　・各種手当の充実、医療費軽減（約２９％）

　　　障がい者の理解を深める教育、広報等（約２３％）

身体障害者手帳、療育手
帳、精神障害者保健福祉手
帳所持障がい児（１８歳未
満）の保護者

手帳所持障がい児（１８歳未満）の保
護者全員（個人）に郵送配付、郵送回
収。

合　　　計

調査対象 調査方法

18歳以上の身体障害者手
帳、精神障害者保健福祉手
帳所持者

手帳所持者全員（個人）に郵送配付、
郵送回収。

18歳以上の療育（知的）手
帳所持者

手帳所持者全員（個人）に郵送配付、
郵送回収。

- 83 -



●自由意見から

　〇一般（886人中228人が回答）　
　　・移動支援に関すること（20人）
　　　→移動手段の確保として支援の充実（助成金アップ、補助の充実、パス券等）
　　・今後の不安に関すること（１８人）
　　　→障がい者自身の様態が悪くなる、介護者がいなくなるなどの将来への不安
　　・障がいに対する理解に関すること（１６人）
　　　→障がい者の理解が進んでいない、視線が特別だ（差別）、学校での教育が必要など
　　・相談に関すること（１３人）
　　　→専門支援員の増員や相談体制の充実（日曜窓口）、民生委員等資質向上など
　　・バリアフリーに関すること（１２人）
　　　→バリアフリーの充実（道路、歩道、施設、駅などを進めてほしい）
　　・福祉サービスに関すること（１２人）
　　　→障がい者の手当の充実、買物支援などサービスの充実
　　・アンケートに関すること（11人）
　　　→高齢者や施設入所者には難しい、アンケート自体意味がないなど否定的なもの
　　・医療に関すること（８人）
　　　→医療費助成（交通費助成）、医療相談の充実、透析など医療施設の充実
　　・事務手続きに関すること（７人）
　　　→手続きの簡素化、判定等の早期決定、提出期限に余裕を持たせるなど
　　・家族支援に関すること（６人）
　　　→介護する家族が大変だ、辛さをを分かってほしい、支援してほしい
　　・施設入所に関すること（５人）
　　　→金額の安価な施設の希望、早期入所の希望など
　　・情報収集（提供）に関すること（５人）
　　　→サービス、施設、制度等情報提供の充実、情報収集が困難であるなど
　　・除雪支援に関すること（５人）
　　　→軽度者への支援、人にお願いすることが辛いなど
　　・生活費・収入（年金等）に関すること（５人）
　　　→収入が少ない、年金を増やしてほしいなど
　　・市及び障がい者福祉施設の職員に関すること（５人）
　　　→施設職員の手当の増額、人材確保、職員資質の向上など
　　・障がい者雇用に関すること（４人）
　　　→障がい者雇用が少ない、作業所で就職先の開拓まで希望、希望と求人が合わないなど
　　・駐車場に関すること（４人）
　　　→身障者用の駐車スペースが使えない時や、ない所がある、少ないなど
　　・成年後見制度に関すること（３人）
　　　→制度の充実、後見人を確保してほしいなど
　　・リハビリに関すること（施設・スタッフの充実）（３人）
　　　→障がい者の人が機能訓練利用できる施設、専門医の配置など
　　・その他（要望）（３人）
　　　→電話で話をよく聞く、シルバーカーでのヘルメット義務づけなど
　　・災害時の対応（２人）
　　　→障がい者専用避難所があればよい等
　　・障害者手帳に関すること（２人）
　　　→制度、等級の見直し（緩和）など
　　・介護保険制度に関すること（1人）
　　　→介護保険の認定に関すること
　　・市営アパートの確保（１人） 　　・その他（御礼・感謝）（５７人）
　　　→早く入りたいが待ち状態である 　　　→市の取り組み対する御礼、感謝など
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◎18歳以上の療育（知的）手帳所持者　

●設問から

　〇基本情報（年齢、障がいの程度、介護状態等）

　　・１８歳以上３０歳未満（約４０％）、３０歳以上５０歳未満（約３４％）

　　　療育Ａ（約４２％）Ｂ（約５５％）、身体手帳所持（約２２％）

　〇就労状況、収入

　　・就労者は４２人（うち正社員３人、就労支援施設等２５人）

　〇保険、医療面での不安、困ること
　　・障がいの重度化、病状進行（約２２％）、医師へ（から）の説明（約３３％）

　〇外出時の不安、困ること

　　・公共交通機関の利用が不便（約２１％）、とくにない（約２８％）

　〇将来の暮らしについて

　　・自宅で家族と暮らしたい（約３７％）、福祉施設に入所（約２２％）

　〇障がい者施策充実のため、力を入れる必要があるもの

　　・入所施設整備（約２６％）、グループホーム等整備（約２６％）

　　　手当充実、医療費削減（約２４％）、ホームヘルプ・在宅サービス充実（約１７％）

●自由意見から

　〇１８歳以上療育（８６人中２８人が回答）　

　　・福祉サービスに関すること（６人）
　　　→ショートステイや移動支援などサービスの充実
　　・アンケートに関すること（３人）
　　　→アンケート結果を分かりやすく知らせてほしいなど。
　　・家族支援に関すること（２人）
　　　→介護者する家族が大変なため、その支援をお願いしたいなど
　　・障がいに対する理解に関すること（２人）
　　　→障がい者の理解が進んでいない、視線が特別だ（差別）、学校での教育が必要など
　　・施設入所に関すること（２人）
　　　→グループホームの整備が必要等
　　・医療に関すること（１人）
　　　→知的障がい者へ対応出来る健康診断の場の確保、医療機関の確保を行って欲しい
　　・今後の不安に関すること（１人）
　　　→介護者がいなくなるなどの将来への不安
　　・災害時の対応（１人）
　　　→施設での災害時の訓練について市はもっと関与すべき
　　・生活費・収入（年金等）に関すること（１人）
　　　→入院していて毎月お金のことが心配
　　・バリアフリーに関すること（１人）
　　　→バリアフリーの充実（車いすなどがなく、お店に入れない）
　　・移動支援に関すること（１人）
　　　→移動手段の確保として支援の充実（助成金アップ、補助の充実、パス券等）

　　・その他（上記以外）５人

　　・その他（御礼・感謝）２人
　　　→市の取り組み対する御礼、感謝など
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◎身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持障がい児（１８歳未満）の保護者

●設問から（３０人と母集団数が少ないため、実人数で表示）

　〇基本情報（介護の必要の有無、介護者、障がいの程度等）

　　・介護の必要あり（２８人）、介護者（母　２３人　父　３人）

　　　手帳　療育Ａ（８人）　Ｂ（１１人）、身体（１０人）、精神（３人）

　〇普段本人にどう過ごしてほしいか
　　・（休日や長期休暇も含め）障がいの無い子供たちと遊びや交流をさせたい（２６人）
　〇災害時に困ること
　　・不安、混乱する（１８人）、手助けが必要（１６人）、助けを求める手段なし（１３人）
　〇本人が利用を増やす必要が高いサービス
　　・通所系サービス（１９人）、ショートステイ（１２人）
　〇将来の不安
　　・家族が亡くなった後（２１人）、経済的なこと（１３人）、本人の健康や障がい（１３人）
　〇将来の望む暮らし
　　・家族と一緒に暮らす（９人）、介護を受けずに一人で暮らす（６人）、入所施設（５人）
　〇望む暮らしを実現させるために必要な支援
　　・働く場所が近くにある（１３人）、介護の仕組みやサービスの充実（１２人）
　　　障がい者の入所施設が身近にある（１１人）

●自由意見から
　〇１８歳未満（３０人中１８人が回答）　

　　・福祉サービスに関すること（６人）
　　　→障がい者施設、放課後等デイサービスなどを充実させてほしいなど
　　・相談に関すること（３人）
　　　→就労相談の充実等
　　・移動支援に関すること（2人）
　　　→通院施設の送迎支援の充実や、通院に関する助成の充実
　　・障がいに対する理解に関すること（２人）
　　　→企業などに障がい者への理解がほしい
　　・アンケートに関すること（１人）
　　　→意味の分からない箇所があった
　　・市及び障がい者福祉施設の職員に関すること（1人）
　　　→福祉担当職員は当事者（保護者）であってほしい
　　・障がい者雇用に関すること（1人）
　　　→市内での障がい者の雇用の場を増やす、充実する事を期待する
　　・情報収集（提供）に関すること（1人）
　　　→障がい関連の情報収集が困難だ（乳幼児検診時でそういった情報があると助かる）
　　・療育支援に関すること（１人）
　　　→高校から特別支援学校へ行き、中学までの流れが切れてしまった。（部活など）

高卒資格のとれる支援学校がほしい
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アンケートの集計結果　　
     18歳以上の身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者

※■回答者の基本情報

問１　性別（１つ選択）

項目 人数（人） 割合（％）

男 419 47.3%

女 457 51.6%

無回答 10 1.1%

計 886 100.0%

※問２　年齢（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

16 1.8%

61 6.9%

111 12.5%

686 77.4%

12 1.4%

886 100%

問３　手帳の等級（１つ選択）

項目 身体（人） 療育（人） 精神（人）

1級（療育Ａ） 245 8 10

2級（療育Ｂ） 114 6 72

3級(身体・精神のみ） 158 11

4級（身体のみ） 185

5級（身体のみ） 49

6級（身体のみ） 38

無回答 0 0 0

計 789 14 93

30歳以上50歳未満

50歳以上65歳未満

65歳以上

無回答

計

項目

18歳以上30歳未満

47%
52%

1%

男

女

無回答

245

8

10

114

6

72

158

11

185

49
38

0 200 400 600 800 1000

1級（療育Ａ）
2級（療育Ｂ）
3級(身体・精神のみ）
4級（身体のみ）
5級（身体のみ）
6級（身体のみ）

2%
7%

13%

77%

1%

18歳以上30歳未満 30歳以上50歳未満

50歳以上65歳未満 65歳以上

無回答
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問４　介護保険の要介護認定（１つ選択）

項目 人数（人） 割合（％）

受けた 342 38.6%
受けていない 510 57.6%

無回答 34 3.8%

計 886 100.0%

受けた場合の要介護状態区分（１つ選択）

項目 人数（人）

非該当 3

要支援１ 16

要支援２ 62

要介護１ 41

要介護２ 65

要介護３ 49

要介護４ 35

要介護５ 41
わからない 15

無回答 15

計 342

問５　居住区域（１つ選択）

項目 人数（人） 割合（％）

新井 526 59.4%

新井南部 82 9.3%

妙高高原 152 17.2%

妙高 118 13.3%

無回答 8 0.9%

計 886 100.0%

問６　現在の住まい（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

736 83.1%

43 4.9%

4 0.5%

11 1.2%

20 2.3%

51 5.8%

5 0.6%

16 1.8%

886 100.0%

その他

無回答

計

持家

賃貸住宅

下宿・寮

グループホーム

障がい者福祉施設

高齢者の介護保険施設

項目

3

16

62

41

65

49

35

41

15

15

0 10 20 30 40 50 60 70

非該当

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

わからない

無回答

60%

9%

17%

13%

1%
新井

新井南部

妙高高原

妙高

無回答

83%

5%

0%
1%

2%
6% 1% 2% 持家

賃貸住宅

下宿・寮

グループホーム

障がい者福祉施設

高齢者の介護保険施

設
その他

無回答

39%

57%

4%

受けた

受けていない

無回答
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問７　世帯類型（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

151 17.0%

215 24.3%

321 36.2%

122 13.8%

56 6.3%

21 2.4%

886 100.0%

■日常生活について

問８　主な収入の種類（すべて選択可）

項目 人数（人） 割合（％）

１．年金 797 90.0%

２．給与 92 10.4%

３．なし 26 2.9%

４． その他 38 4.3%

５．無回答 14 1.6%

回答者数 886 109.1%

問９　１か月の収入金額（１つ選択）

項目 人数（人） 割合（％）

５万円未満 149 16.8%

８万円未満 220 24.8%

１５万円未満 260 29.3%

１５万円以上 171 19.3%

無回答 86 9.7%

計 886 100.0%

二世代（親とその子ども等）

三世代（親と子ども夫婦と孫等）

その他

無回答

計

項目

一人暮らし

夫婦のみ
17%

24%

36%

14%

6%
3%

一人暮らし

夫婦のみ

二世代（親とその

子ども等）
三世代（親と子ど

も夫婦と孫等）
その他

無回答

17%

25%

29%

19%

10%

５万円未満

８万円未満

１５万円未満

１５万円以上

無回答

14

38

26

92

797

1.6%

4.3%

2.9%

10.4%

90.0%

0 200 400 600 800 1000

５．無回答

４．その他

３．なし

２．給与

１．年金

割合（％）
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問１０　ふだんの生活で、誰かの手助けを必要としているか（各々１つ選択）

１日に最低２回の食事をする

栄養のバランスのとれた食事をとる

食事(炊事・購入・外食等)の用意をする

119

124

129

130

125

121

121

117

123

132

123

112

137

132

99

16

16

23

30

11

6

10

19

9

9

5

2

2

28

8

96

184

208

269

93

65

115

231

212

203

68

72

53

119

208

87

92

102

96

116

110

170

80

78

55

119

88

109

140

92

80

68

67

79

70

52

47

83

73

72

63

66

73

98

80

487

401

356

281

470

531

422

356

390

414

506

545

510

367

398

0 100 200 300 400 500 600

近所の人等、人の話を聞く、自分の意思を伝える

市役所等からの通知に対処する

市役所等で障害者手帳等の申請手続をする

初めての場所でもバスや電車を利用していける

身体の具合の悪いときに休養し

たり、医師等に相談したりする

医師の指示に基づき薬を服用する

定期的に通院する

買い物や家計のやりくりをする

掃除や片付けをする

洗濯をする

週２回以上入浴する

洗面、整髪、着替えをする

１日に最低２回の食事をする

栄養のバランスのとれた食事をとる

食事(炊事・購入・外食等)の用意をする

自発的にできる（人） 促しがあればできる（人）
手助けがないとできない（人） ほとんどできない（人）
わからない（人） 無回答（人）
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問１１　日ごろ昼間の時間をどのように過ごしているか（３つまで選択可）

その他
散歩等、外に出かけている
インターネット（ホームページや電子メール等）をしている

趣味やレクリエーション活動に取り組んでいる

育児や介護をしている
家事をしている
ボランティア活動等をしている
障がいの当事者の会や患者同士の集まりに参加している

一般の事業所等で働いている
福祉作業所で働いている
通所施設に通っている
地域活動支援センターで過ごしている

病院やクリニックのデイケアに通っている

学校に通っている
特に何もしていない
計

問１２　安定した生活リズムがあるか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

678 76.5%

134 15.1%

10 1.1%

37 4.2%

27 3.0%

886 100.0%

ほぼ規則正しい生
活ができている

病状に波があり、リ
ズムが安定しない

昼と夜が逆転している

わからない

無回答

計

項目

30

240

289

55

153

16

327

19

18

65

20

101

9

132

4

307

3.4%

27.1%

32.6%

6.2%

17.3%

1.8%

36.9%

2.1%

2.0%

7.3%

2.3%

11.4%

1.0%

14.9%

0.5%

34.7%

0 50 100 150 200 250 300 350

無回答

その他

散歩等、外に出かけている

インターネット（ホームページや電子メール等）をしている

趣味やレクリエーション活動に取り組んでいる

育児や介護をしている

家事をしている

ボランティア活動等をしている

障がいの当事者の会や患者同士の集まりに参加している

一般の事業所等で働いている

福祉作業所で働いている

通所施設に通っている

地域活動支援センターで過ごしている

病院やクリニックのデイケアに通っている

学校に通っている

特に何もしていない

割合％ 人数

77%

15%

1% 4% 3%
ほぼ規則正しい生活

ができている

病状に波があり、リズ

ムが安定しない

昼と夜が逆転している

わからない

無回答
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問１３　定期的に通院している医療機関（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

49 5.5%

378 42.7%

412 46.5%

31 3.5%

16 1.8%

886 100.0%

問１４　保健・医療面で困ることや不安に思うこと（すべて選択可）

専門的な治療を行う医療機関が身近にない

服薬管理が難しい
障がいが重度化したり病状が進むのが不安

計

計

項目

なし

１つ

２～３つ

４つ以上

無回答

214

88

56

44

0

73

11

83

31

48

11

110

76

480

24.2%

9.9%

6.3%

5.0%

0.0%

8.2%

1.2%

9.4%

3.5%

5.4%

1.2%

12.4%

8.6%

54.2%

0 100 200 300 400 500 600

無回答

その他

夜間に不安になったときに相談できる場がない

心の病気に関して相談するところが少ない

妊娠や出産について相談する場がない

入院や障がい以外の病気で

かかる医療費の負担が大きい

精神疾患があるために、他の

病気の治療が受けられない

医師に症状を伝える、医師

から説明を受けるのが難しい

通院に付き添ってくれる人がいない

外出が不安で通院できない

自閉症や高次脳機能障がいに

関する、専門相談の場がない

専門的な治療を行う医療機関が身近にない

服薬管理が難しい

障がいが重度化したり病状が進むのが不安

割合％ 人数

6%

43%46%

3%
2%

なし

１つ

２～３つ

４つ以上

無回答
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■就労状況について
問１５　現在働いているか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

180 20.3%

655 73.9%

51 5.8%

886 100.0%

問１６　仕事をしているかたの就労形態（１つ選択）

問１７　今の仕事で困ることや不安に感じていること（すべて選択可）

仕事の仕方を上手に教えてくれる人がいない

自分にあった仕事をさせてもらえない

職場・作業所等へ通うための交通が不便である

職場・作業環境がバリアフリー化されていない

希望する勤務日数や勤務時間等の融通を聞いてもらえない

能力や働きに応じた賃金がもらえない

困ること・不安なことはない
計

項目

仕事をしている

仕事をしていない

無回答

計

20%

74%

6% 仕事をしている

仕事をしていな

い

無回答

5

29

19

48

4

46

29

2.8%

16.1%

10.6%

26.7%

2.2%

25.6%

16.1%

0 10 20 30 40 50 60

無回答

その他

就労支援施設等での作業

自営業

内職

嘱託職員、パートタイム、アルバイト等の非正規社員

正社員、正職員

割合％ 人数

14

22

4

12

11

1

4

5

2

2

11

92

7.8%

12.2%

2.2%

6.7%

6.1%

0.6%

2.2%

2.8%

1.1%

1.1%

6.1%

51.1%

0 20 40 60 80 100

無回答

その他

パワハラ、虐待、嫌がらせ等を受けたことがある

いつやめさせられるかわからない

職場の人の障がいに対する理解が足りない

仕事の仕方を上手に教えてくれる人がいない

自分にあった仕事をさせてもらえない

職場・作業所等へ通うための交通が不便である

職場・作業環境がバリアフリー化されていない

希望する勤務日数や勤務時間等の融通を聞いてもらえない

能力や働きに応じた賃金がもらえない

困ること・不安なことはない

割合％ 人数
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問１８　仕事をしていないかたの理由（３つまで選択可）

障がいの程度にあった仕事がないため

高齢のため
病気のため
重度の障がいのため
在学中のため
計

問１９　今後５年の間、仕事をはじめ日中の過ごし方についての希望 （１つ選択）

企業、一般の事業所などで働きたい

今のままでよい
計

210

68

66

61

12

7

88

459

222

151

7

23.7%

7.7%

7.4%

6.9%

1.4%

0.8%

9.9%

51.8%

25.1%

17.0%

0.8%

0 100 200 300 400 500

無回答

その他

仕事をすることが不安だから

仕事をしたいと思わないから

就職活動をしているが雇用してもらえない

賃金や労働条件が自分の希望と合わないため

障がいの程度にあった仕事がないため

高齢のため

病気のため

重度の障がいのため

在学中のため

割合％ 人数

152

58

13

15

19

2

12

24

591

17.2%

6.5%

1.5%

1.7%

2.1%

0.2%

1.4%

2.7%

66.7%

0 200 400 600 800

無回答

その他

レクリエーションや創作活動(手

作業)が行える施設に通いたい

一般就労者として健常者と一緒に働きたい

一般就労まではいかなくても、施

設作業所等で継続して働きたい

一般就労に向けた作業訓練等の

支援を受けられる施設に通いたい

障がい者が多く働く企業や事業

所等で仲間と一緒に働きたい

企業、一般の事業所などで働きたい

今のままでよい

割合％ 人数
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問２０　働くための環境や条件で必要なこと（２つまで選択可）

仕事をあっせんする場、相談できる場が整っていること

計

■外出状況について
問２１　この１年くらいの間の外出手段（２つまで選択可）

247

22

178

16

23

57

43

93

188

27

170

203

27.9%

2.5%

20.1%

1.8%

2.6%

6.4%

4.9%

10.5%

21.2%

3.0%

19.2%

22.9%

0 50 100 150 200 250 300

無回答

その他

わからない

就労支援施設での新たなメニューの

創設や工賃の向上が図られること

障がいのある方自身の起業や自

営業への支援を充実させること

障がいのある方を対象とした雇用

の場を創出すること（福祉の店等）

仕事をするための訓練や知識

を得る機会を地域で増やすこと

職場の施設や設備が、障がいのある方にも利

用できるよう配慮されていること（バリアフリー）

事業主や職場の人が障がい者雇

用について十分理解していること

仕事に慣れるまでジョブコーチ（職場

適応援助者）が援助してくれること

通院や訓練、休憩時間の確保等、障が

いの状態にあった働き方ができること

仕事をあっせんする場、相談できる場が整っていること

割合％ 人数

40

34

22

106

105

393

127

145

18

45

305

4.5%

3.8%

2.5%

12.0%

11.9%

44.4%

14.3%

16.4%

2.0%

5.1%

34.4%

0 100 200 300 400 500

無回答

その他

社会福祉協議会のリフト付バス

電車やバス等の公共交通機関

徒歩

自家用車（家族等が運転）

施設等の送迎バス

タクシー

オートバイ

自転車

自家用車（自分で運転）

割合％ 人数
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問２２　外出時に困ることや不満に思うこと（２つまで選択可）

コミュニケーション（手話・点字等）がとりにくい

付き添いや介助者の確保が難しい

標識や案内表示がわかりにくい
道路や建物に段差が多い

計

■福祉サービスの情報や相談に関することについて
問２３　福祉サービス等の情報の主な入手先（２つまで選択可）

インターネット
新聞・雑誌
福祉施設や病院
市役所、保健所、児童相談所
民生委員・児童委員
家族や友人
テレビ、ラジオ
市や新潟県の広報
計

122

52

275

16

30

52

133

6

20

137

125

212

13.8%

5.9%

31.0%

1.8%

3.4%

5.9%

15.0%

0.7%

2.3%

15.5%

14.1%

23.9%

0 50 100 150 200 250 300

無回答

その他

特にない

コミュニケーション（手話・点字等）がとりにくい

必要なときにまわりの人に

助けてもらえないことがある

付き添いや介助者の確保が難しい

障がい者用の駐車スペースが少

ないことや駐車できないことがある

点字ブロックや音のでる信

号機の設置が不十分である

標識や案内表示がわかりにくい

道路や建物に段差が多い

建物設備（階段、トイレ、エレ

ベーター）の利用が不便である

電車やバス等の公共交通

機関の利用が不便である

割合％ 人数

69

22

45

19

33

182

20

67

123

220

32

166

87

312

7.8%

2.5%

5.1%

2.1%

3.7%

20.5%

2.3%

7.6%

13.9%

24.8%

3.6%

18.7%

9.8%

35.2%

0 50 100 150 200 250 300 350

無回答

その他

社会福祉協議会

障がい者団体等

障がい者相談員

ケアマネージャー

インターネット

新聞・雑誌

福祉施設や病院

市役所、保健所、児童相談所

民生委員・児童委員

家族や友人

テレビ、ラジオ

市や新潟県の広報

割合％ 人数
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問２４　障がい福祉全般に関する相談機能を充実させるために必要なこと（２つまで選択可）

夜間や休日等にも対応できる窓口があること

適切なアドバイスができる人材が確保されること

プライバシーの保護に十分な配慮がなされること

自分の住んでいる身近な場所で相談ができること

計

■災害時のことについて
問２５　災害発生情報の取得手段（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

314 35.4%

294 33.2%

20 2.3%

101 11.4%

38 4.3%

13 1.5%

50 5.6%

56 6.3%

886 100.0%

問２６　災害時の避難場所を知っているか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

591 66.7%

223 25.2%

24 2.7%

48 5.4%

886 100.0%

知らない

その他

無回答

計

インターネット

その他

無回答

計

項目

知っている

項目

防災行政無線

テレビ

ラジオ

有線放送

安全安心メール

107

19

143

137

30

98

286

140

391

12.1%

2.1%

16.1%

15.5%

3.4%

11.1%

32.3%

15.8%

44.1%

0 100 200 300 400 500

無回答

その他

わからない

福祉、教育、就労等の一貫した

相談支援体制を充実すること

電話やファクシミリ、電子メール等

によりいつでも相談できること

夜間や休日等にも対応できる窓口があること

適切なアドバイスができる人材が確保されること

プライバシーの保護に十分な配慮がなされること

自分の住んでいる身近な場所で相談ができること

割合％ 人数

36%

33%
2%

11%

4%

2% 6%
6%

防災行政無線

テレビ

ラジオ

有線放送

安全安心メール

インターネット

その他

無回答

67%

25%

3% 5% 知っている

知らない

その他

無回答
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問２７　問２６で答えた場所に災害時に、一人で避難可能か（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

329 37.1%

226 25.5%

65 7.3%

266 30.0%

886 100.0%

問２８　災害時に周囲の人に状況を知らせることができるか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

432 48.8%

251 28.3%

114 12.9%

89 10.0%

886 100.0%

問２９　災害時に家族以外で助けてくれる人がいるか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

410 46.3%

179 20.2%

245 27.7%

52 5.9%

886 100.0%

問３０　災害時や救急時に向けた取り組みについて良いと思うもの（１つ選択）
問３０※ここに入力

無回答
その他
わからない
とくに取り組む必要はない
リーダー研修等に障がい者の特性を知る機会を設ける

障がい者が参加できる防災訓練等を地域で行う

計

いない

わからない

無回答

計

できない

わからない

無回答

計

項目

いる

できない

わからない

無回答

計

項目

できる

項目

できる
37%

26%

7%

30%

できる

できない

わからない

無回答

49%

28%

13%

10%
できる

できない

わからない

無回答

46%

20%

28%

6% いる

いない

わからない

無回答

116

15

309

57

115

88

186

13.1%

1.7%

34.9%

6.4%

13.0%

9.9%

21.0%

0 50 100 150 200 250 300 350

無回答

その他

わからない

とくに取り組む必要はない

リーダー研修等に障がい者の特性を知る機会を設ける

障がい者や支援者を含めた防災意識

啓発のため、地域での講演会等を行う

障がい者が参加できる防災訓練等を地域で行う

割合％ 人数
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■障がいのある方への正しい理解やバリアフリーについて
問３１　障がいがあるために差別を受けた、いやな思いをしたこと（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

75 8.5%

119 13.4%

280 31.6%

362 40.9%

50 5.6%

886 100.0%

問３２　障害者差別解消法が施行１年経過後の市民の理解について（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

33 3.7%

143 16.1%

128 14.4%

67 7.6%

174 19.6%

287 32.4%

54 6.1%

886 100.0%

問３３　社会のバリアフリー化促進のため優先して整備すること（２つまで選択可）

その他
わからない
公共施設等で常備している車椅子の台数を増やす

障がいのある方が利用しやすいバス等交通手段の充実

誰にでもわかりやすい案内表示等の設置

通路、階段等の手すりの設置
誰もが利用しやすい多機能トイレの設置

エレベーターやスロープ、自動ドアの設置

点字ブロックや音のでる信号機の設置

道路、建物、乗り物等の出入り口の段差解消

障がい者用駐車スペースの確保
計

無回答

計

かなり深まった

ある程度深まった

あまり深まっていない

深まっていない

どちらとも言えない

わからない

時々ある

ほとんどない

ない

無回答

計

項目

項目

ある

8%

13%

32%

41%

6% ある

時々ある

ほとんどない

ない

無回答

4%

16%

14%

8%20%

32%

6% かなり深まった

ある程度深まった

あまり深まっていない

深まっていない

どちらとも言えない

わからない

無回答

80

13

135

41

145

100

139

171

114

18

288

202

9.0%

1.5%

15.2%

4.6%

16.4%

11.3%

15.7%

19.3%

12.9%

2.0%

32.5%

22.8%

0 50 100 150 200 250 300 350

無回答

その他

わからない

公共施設等で常備している車椅子の台数を増やす

障がいのある方が利用しやすいバス等交通手段の充実

誰にでもわかりやすい案内表示等の設置

通路、階段等の手すりの設置

誰もが利用しやすい多機能トイレの設置

エレベーターやスロープ、自動ドアの設置

点字ブロックや音のでる信号機の設置

道路、建物、乗り物等の出入り口の段差解消

障がい者用駐車スペースの確保

割合％ 人数

- 99 -



問３４　ヘルプカードを持っているか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

127 14.3%

393 44.4%

314 35.4%

52 5.9%

886 100.0%

■将来の暮らしや必要な障がい者施策について

問３５　将来どのように生活したいと思うか（１つ選択）

一人で自立して暮らしたい
自宅で家族と暮らしたい
計

無回答

計

項目

持っている

持っていない

ヘルプカードを知らない

14%

44%

36%

6% 持っている

持っていない

ヘルプカードを知らない

無回答

39

16

98

107

20

7

50

549

4.4%

1.8%

11.1%

12.1%

2.3%

0.8%

5.6%

62.0%

0 100 200 300 400 500 600

無回答

その他

わからない

福祉施設等に入所して暮らしたい

（又は現在の施設に入所し続けたい）

世話人の援助を受けながら、友

人や知人等と共同で暮らしたい

友人や知人と共同で暮らしたい

一人で自立して暮らしたい

自宅で家族と暮らしたい

割合％ 人数
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問３６　障がい者施策充実のため、力を入れていく必要があるもの（３つまで選択可）

障がいのある方を対象とした職業訓練機会の充実

就労支援施設や作業所等の訓練の場の確保

一般企業や事業所における障がい者雇用の促進

ケア付き住宅やグループホーム等の住まいの場の確保

障がいのある方のための入所施設の整備

計

99

15

84

42

39

142

103

6

22

114

95

61

254

35

28

113

126

178

151

81

204

11.2%

1.7%

9.5%

4.7%

4.4%

16.0%

11.6%

0.7%

2.5%

12.9%

10.7%

6.9%

28.7%

4.0%

3.2%

12.8%

14.2%

20.1%

17.0%

9.1%

23.0%

0 50 100 150 200 250 300

無回答

その他

特にない

成年後見制度の活用支援等の障

がいのある方の権利擁護の推進

地域におけるボランティア活動の活性化

災害時、救急時の情報提供及び

安否確認、避難誘導対策の充実

総合的な相談、情報提供窓口の整備、充実

点字、手話、インターネットの活用

等コミュニケーション支援の充実

障がいのある方のスポーツ、

学習、文化活動に対する支援

利用しやすい建物、道路、交通手段、

ガイドヘルパー等の外出支援の充実

健康管理や治療、リハビリ等の機会の確保

発達障がい者や難病患者への支援の強化

障がいのある方のための各種

手当ての充実、医療費の軽減

障がいのある方を対象とした職業訓練機会の充実

就労支援施設や作業所等の訓練の場の確保

一般企業や事業所における障がい者雇用の促進

ケア付き住宅やグループホーム等の住まいの場の確保

障がいのある方のための入所施設の整備

ホームヘルプサービス、短期入

所等の在宅福祉サービスの充実

障がい児の早期発見、早期療育、

その後の一貫した教育の充実

障がいのある方への理解を深め

る福祉教育や広報活動の充実

割合％ 人数
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問３７　成年後見制度を知っているか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

368 41.5%

462 52.1%

56 6.3%

886 100.0%

問３８　今後成年後見制度を利用したいと思うか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

109 12.3%

281 31.7%

436 49.2%

60 6.8%

886 100.0%

問３９　後見人は誰になってもらいたいか（１つ選択）

問４０　成年後見制度普及のための強化する取り組みについて（２つ選択）

計

計

項目

はい

いいえ

わからない

無回答

項目

知っている

知らない

無回答

42%

52%

6% 知っている

知らない

無回答

12%

32%49%

7% はい

いいえ

わからない

無回答

610

4

10

22

240

68.8%

0.5%

1.1%

2.5%

27.1%

0 100 200 300 400 500 600 700

無回答

市民後見人

法律または福祉に関する法人

専門職（弁護士、司法書士、社会福祉士）

親、子、兄弟姉妹、配偶者、その他親族

割合％ 人数

264

26

110

176

228

118

401

29.8%

2.9%

12.4%

19.9%

25.7%

13.3%

45.3%

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

無回答

その他

後見人の十分な確保

申立手続きの相談、支援

制度に関する相談窓口の周知

制度に関する講演や学習会等の開催

制度に関する情報の提供

割合％ 人数
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アンケートの集計結果     
        18歳以上の療育（知的）手帳所持者　

■回答者の基本情報

問１　性別（１つ選択）

項目 人数（人） 割合（％）

男 49 56.3%

女 37 42.5%

無回答 1 1.1%

計 87 100.0%

問２　年齢（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

35 40.2%

29 33.3%

13 14.9%

9 10.3%

1 1.1%

87 100.0%

問３　療育手帳の判定（１つ選択）

項目 人数 割合（％）

療育Ａ 36 41.4%

療育Ｂ 47 54.0%

無回答 4 4.6%

計 87 100.0%

問４　他の手帳の所持状況（各１つ選択）

①身体障害者手帳

項目 人数（人） 割合（％）

持っている 19 21.8%

持っていない 59 67.8%

無回答 9 10.3%

計 87 100.0%

30歳以上50歳未満

50歳以上65歳未満

65歳以上

無回答

計

項目

18歳以上30歳未満

56%
43%

1%

男

女

無回答

40%

33%

15%

11%

1%

18歳以上30歳未満 30歳以上50歳未満

50歳以上65歳未満 65歳以上

無回答

41%

54%

5%

療育Ａ

療育Ｂ

無回答

22%

68%

10% 持っている

持っていない

無回答
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②精神障害者保健福祉手帳

項目 人数（人） 割合（％）

持っている 2 2.3%

持っていない 63 72.4%

無回答 22 25.3%

計 87 100.0%

問５　居住区域（１つ選択）

項目 人数（人） 割合（％）

新井 59 67.8%

新井南部 6 6.9%

妙高高原 8 9.2%

妙高 12 13.8%

無回答 2 2.3%

計 87 100.0%

問６　現在の住まい（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

68 78.2%

4 4.6%

1 1.1%

3 3.4%

6 6.9%

2 2.3%

0 0.0%

3 3.4%

87 100.0%

問７　世帯類型（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

11 12.6%

5 5.7%

47 54.0%

17 19.5%

3 3.4%

4 4.6%

87 100.0%

項目

その他

無回答

計

項目

一人暮らし

夫婦のみ

持家

賃貸住宅

下宿・寮

グループホーム

障がい者福祉施設

高齢者の介護保険施設

二世代（親とその子ども等）

三世代（親と子ども夫婦と孫等）

その他

無回答

計

68%
7%

9%

14%

2% 新井

新井南部

妙高高原

妙高

無回答

78%

5%

1%

4%
7%

2%

0%

3% 持家

賃貸住宅

下宿・寮

グループホーム

障がい者福祉施設

高齢者の介護保険施設

その他

無回答

13%

6%

54%

19%

3%
5%

一人暮らし

夫婦のみ

二世代（親とその

子ども等）
三世代（親と子ども

夫婦と孫等）
その他

無回答

2%

73%

25%
持っている

持っていない

無回答
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■就労状況について
問８　現在働いているか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

42 48.3%

43 49.4%

2 2.3%

87 100.0%

問９　仕事をしているかたの就労形態（１つ選択）

問１０　仕事をしていないかたの理由（３つまで）

就職活動をしているが雇用してもらえない

賃金や労働条件が自分の希望と合わないため

障がいの程度にあった仕事がないため

高齢のため
病気のため
重度の障がいのため
在学中のため
計

仕事をしている

仕事をしていない

無回答

計

項目

48%50%

2%

仕事をしている

仕事をしていない

無回答

0

2

25

1

1

10

3

0.0%

4.8%

59.5%

2.4%

2.4%

23.8%

7.1%

0 5 10 15 20 25 30

無回答

その他

就労支援施設等での作業

自営業

内職

嘱託職員、パートタイム、アルバイト等の非正規社員

正社員、正職員

割合％ 人数

1

5

2

1

3

16

6

6

24

0

2.3%

11.6%

4.7%

2.3%

7.0%

37.2%

14.0%

14.0%

55.8%

0.0%

0 5 10 15 20 25 30

無回答

その他

仕事をする必要がないから

就職活動をしているが雇用してもらえない

賃金や労働条件が自分の希望と合わないため

障がいの程度にあった仕事がないため

高齢のため

病気のため

重度の障がいのため

在学中のため

割合％ 人数
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問１１　今後の仕事をはじめ、日中の過ごし方についての希望 （１つ選択）

問１２　働くための環境や条件（２つ選択）

計

8

7

4

1

9

0

6

4

48

9.2%

8.0%

4.6%

1.1%

10.3%

0.0%

6.9%

4.6%

55.2%

0 10 20 30 40 50 60

無回答

その他

レクリエーションや創作活動(手

作業)が行える施設に通いたい

一般就労者として健常者と一緒に働きたい

一般就労まではいかなくても、施

設作業所等で継続して働きたい

一般就労に向けた作業訓練等の

支援を受けられる施設に通いたい

障がい者が多く働く企業や事業

所等で仲間と一緒に働きたい

企業、一般の事業所などで働きたい

今のままでよい

割合％ 人数

5

3

16

20

2

16

6

7

26

9

9

21

5.7%

3.4%

18.4%

23.0%

2.3%

18.4%

6.9%

8.0%

29.9%

10.3%

10.3%

24.1%

0 5 10 15 20 25 30

無回答

その他

わからない

就労支援施設での新たなメニューの

創設や工賃の向上が図られること

障がいのある方自身の起業や自

営業への支援を充実させること

障がいのある方を対象とした雇用の

場を創出すること（福祉の店など）

仕事をするための訓練や知識を

得る機会を地域で増やすこと

職場の施設や設備が、障がいのある方にも利

用できるよう配慮されていること（バリアフリー）

事業主や職場の人が障がい者雇

用について十分理解していること

ジョブコーチ（職場適応援助者）が

仕事に慣れるまで援助してくれること

通院や訓練、休憩時間の確保など障が

いの状態にあった働き方ができること

仕事をあっせんしたり、相談

できる場が整っていること

割合％ 人数
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■日常生活について
問１３　主な収入の種類（すべて選択可）

項目 人数 割合％

１．年金 69 68.3%

２．給与 25 24.8%

３．なし 3 3.0%

４． その他 3 3.0%

５．無回答 1 1.0%

計 101 100.0%

問１４　１か月の収入金額（１つ選択）

項目 人数（人） 割合（％）

５万円未満 18 20.7%

８万円未満 37 42.5%

１５万円未満 16 18.4%

１５万円以上 1 1.1%

無回答 15 17.2%

計 87 100.0%

21%

43%

18%

1%
17%

５万円未満

８万円未満

１５万円未満

１５万円以上

無回答

1

3

3

25

69

1.0%

3.0%

3.0%

24.8%

68.3%

0 20 40 60 80

５．無回答

４．その他

３．なし

２．給与

１．年金

割合％ 人数
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問１５　ふだんの生活で、誰かの手助けを必要としているか（各々１つ選択）

週２回以上入浴する

洗面、整髪、着替えをする

１日に最低２回の食事をする

栄養のバランスのとれた食事をとる

食事(炊事・購入・外食等)の用意をする

12

12

12

14

14

15

18

13

11

10

12

10

12

11

9

4

5

8

6

5

2

4

3

1

1

1

0

0

3

1

28

42

40

32

28

16

24

36

20

28

10

9

10

20

34

13

14

15

19

18

19

19

13

13

8

9

10

16

18

14

9

7

4

5

5

10

5

9

15

12

9

10

7

15

9

21

7

8

11

17

25

17

13

27

28

46

48

42

20

20

0 10 20 30 40 50 60

近所の人等、人の話を聞く、自分の意思を伝える

市役所等からの通知に対処する

市役所等で障害者手帳等の申請手続をする

初めての場所でもバスや電車を利用していける

身体の具合の悪いときに休養し

たり、医師等に相談したりする

医師の指示に基づき薬を服用する

定期的に通院する

買い物や家計のやりくりをする

掃除や片付けをする

洗濯をする

週２回以上入浴する

洗面、整髪、着替えをする

１日に最低２回の食事をする

栄養のバランスのとれた食事をとる

食事(炊事・購入・外食等)の用意をする

自発的にできる 促しがあればできる

手助けがないとできない ほとんどできない
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問１６　日ごろ昼間の時間をどのように過ごしているか（３つまで選択可）

無回答
その他
散歩等、外に出かけている

趣味やレクリエーション活動に取り組んでいる

育児や介護をしている
家事をしている
ボランティア活動等をしている

一般の事業所等で働いている
通所施設に通っている
病院やクリニックのデイケアに通っている

学校に通っている
特に何もしていない
計

問１７　安定した生活リズムがあるか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

70 80.5%

4 4.6%

2 2.3%

9 10.3%

2 2.3%

87 100.0%

病状に波があり、リ
ズムが安定しない

昼と夜が逆転している

わからない

無回答

計

項目

ほぼ規則正しい生
活ができている

3

13

28

10

6

2

13

3

6

10

43

0

0

18

3.4%

14.9%

32.2%

11.5%

6.9%

2.3%

14.9%

3.4%

6.9%

11.5%

49.4%

0.0%

0.0%

20.7%

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

無回答

その他

散歩等、外に出かけている

インターネット（ホームページ

や電子メール等）をしている

趣味やレクリエーション活動に取り組んでいる

育児や介護をしている

家事をしている

ボランティア活動等をしている

障がいの当事者の会や患者

同士の集まりに参加している

一般の事業所等で働いている

通所施設に通っている

病院やクリニックのデイケアに通っている

学校に通っている

特に何もしていない

割合％ 人数

81%

5%

2%

10%
2%

ほぼ規則正しい生活

ができている

病状に波があり、リズ

ムが安定しない

昼と夜が逆転してい

る

わからない

無回答

- 109 -



問１８　定期的に通院している医療機関（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

32 36.8%

32 36.8%

18 20.7%

0 0.0%

5 5.7%

87 100.0%

問１９　保健・医療面で困ることや不安に思うこと（すべて選択可）

その他
夜間に不安になったときに相談できる場がない

心の病気に関して相談するところが少ない

妊娠や出産について相談する場がない

通院に付き添ってくれる人がいない
外出が不安で通院できない

専門的な治療を行う医療機関が身近にない

服薬管理が難しい
障がいが重度化したり病状が進むのが不安

計

項目

なし

１つ

２～３つ

４つ以上

無回答

計

23

11

5

8

0

10

0

34

7

3

9

8

15

20

26.4%

12.6%

5.7%

9.2%

0.0%

11.5%

0.0%

39.1%

8.0%

3.4%

10.3%

9.2%

17.2%

23.0%

0 10 20 30 40

無回答

その他

夜間に不安になったときに相談できる場がない

心の病気に関して相談するところが少ない

妊娠や出産について相談する場がない

入院や障がい以外の病気でか

かる医療費の負担が大きい

精神疾患があるために、他の

病気の治療が受けられない

医師に症状を伝える、医師

から説明を受けるのが難しい

通院に付き添ってくれる人がいない

外出が不安で通院できない

自閉症や高次脳機能障がいに

関する、専門相談の場がない

専門的な治療を行う医療機関が身近にない

服薬管理が難しい

障がいが重度化したり病状が進むのが不安

割合％ 人数

37%

37%

20%

0%
6%

なし

１つ

２～３つ

４つ以上

無回答
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■外出状況について
問２０　この１年くらいの間の外出手段（２つまで選択可）

問２１　外出時に困ることや不満に思うこと（２つまで選択可）

無回答
その他
特にない
コミュニケーション（手話・点字等）がとりにくい

必要なときにまわりの人に助けてもらえないことがある

付き添いや介助者の確保が難しい

点字ブロックや音のでる信号機の設置が不十分である

標識や案内表示がわかりにくい
道路や建物に段差が多い

電車やバス等の公共交通機関の利用が不便である

計

3

1

28

0

3

22

0

15

13

58

4

3.4%

1.1%

32.2%

0.0%

3.4%

25.3%

0.0%

17.2%

14.9%

66.7%

4.6%

0 20 40 60 80

無回答

その他

施設の送迎バス

社会福祉協議会のリフト付バス

タクシー

電車・バス等の公共交通機関

オートバイ

徒歩

自転車

自家用車（家族が運転）

自家用車（自分で運転）

割合％ 人数

12

6

28

7

5

10

7

0

4

4

7

22

13.8%

6.9%

32.2%

8.0%

5.7%

11.5%

8.0%

0.0%

4.6%

4.6%

8.0%

25.3%

0 5 10 15 20 25 30

無回答

その他

特にない

コミュニケーション（手話・点字等）がとりにくい

必要なときにまわりの人に助けてもらえないことがある

付き添いや介助者の確保が難しい

障がい者用の駐車スペースが少な

いことや駐車できないことがある

点字ブロックや音のでる信号機の設置が不十分である

標識や案内表示がわかりにくい

道路や建物に段差が多い

建物設備（階段、トイレ、エレ

ベーター）の利用が不便である

電車やバス等の公共交通機関の利用が不便である

割合％ 人数
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■福祉サービスの情報や相談に関することについて
問２２　福祉サービス等の情報の主な入手先（２つまで選択可）

無回答
その他
社会福祉協議会
障がい者団体等
障がい者相談員
ケアマネージャー
インターネット
新聞・雑誌
福祉施設や病院
市役所、保健所、児童相談所
民生委員・児童委員
家族や友人
テレビ、ラジオ
市や新潟県の広報
計

問２３　障がい福祉全般に関する相談機能を充実させるために必要なこと（２つまで選択可）

無回答
その他
わからない

夜間や休日等にも対応できる窓口があること

適切なアドバイスができる人材が確保されること

プライバシーの保護に十分な配慮がなされること

自分の住んでいる身近な場所で相談ができること

計

8

3

0

8

16

4

3

5

11

27

1

26

5

13

9.2%

3.4%

0.0%

9.2%

18.4%

4.6%

3.4%

5.7%

12.6%

31.0%

1.1%

29.9%

5.7%

14.9%

0 5 10 15 20 25 30

無回答

その他

社会福祉協議会

障がい者団体等

障がい者相談員

ケアマネージャー

インターネット

新聞・雑誌

福祉施設や病院

市役所、保健所、児童相談所

民生委員・児童委員

家族や友人

テレビ、ラジオ

市や新潟県の広報

割合％ 人数

4

2

16

21

6

11

36

9

34

4.6%

2.3%

18.4%

24.1%

6.9%

12.6%

41.4%

10.3%

39.1%

0 10 20 30 40

無回答

その他

わからない

福祉、教育、就労等の一貫した

相談支援体制を充実すること

電話やファクシミリ、電子メール

等によりいつでも相談できること

夜間や休日等にも対応できる窓口があること

適切なアドバイスができる人材が確保されること

プライバシーの保護に十分な配慮がなされること

自分の住んでいる身近な場所で相談ができること

割合％ 人数
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■災害時のことについて
問２４　災害発生情報の取得手段（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

23 26.4%

32 36.8%

1 1.1%

5 5.7%

4 4.6%

2 2.3%

15 17.2%

5 5.7%

87 100.0%

問２５　災害時の避難場所を知っているか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

38 43.7%

42 48.3%

3 3.4%

4 4.6%

87 100.0%

問２６　問２６で答えた場所に災害時に、一人で避難可能か（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

19 21.8%

28 32.2%

6 6.9%

34 39.1%

87 100.0%

問２７　災害時に周囲の人に状況を知らせることができるか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

24 27.6%

36 41.4%

18 20.7%

9 10.3%

87 100.0%

項目

防災行政無線

テレビ

ラジオ

有線放送

安全安心メール

知らない

その他

無回答

計

項目

できる

インターネット

その他

無回答

計

項目

知っている

できない

わからない

無回答

計

できない

わからない

無回答

計

項目

できる

26%

37%

1%

6%

5%

2%

17%

6%

防災行政無線

テレビ

ラジオ

有線放送

安全安心メール

インターネット

その他

無回答

44%

48%

3%
5%

知っている

知らない

その他

無回答

22%

32%
7%

39%

できる

できない

わからない

無回答

28%

41%

21%

10%
できる

できない

わからない

無回答
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問２８　災害時に家族以外で助けてくれる人がいるか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

32 36.8%

23 26.4%

27 31.0%

5 5.7%

87 100.0%

問２９　災害時や救急時に向けた取り組みについて良いと思うもの（１つ選択）

問３０　ヘルプカードを持っているか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

48 55.2%

19 21.8%

19 21.8%

1 1.1%

87 100.0%

■障がいのある方への正しい理解やバリアフリーについて

問３１　障がいがあるために差別を受けた、いやな思いをしたこと（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

13 14.9%

22 25.3%

29 33.3%

17 19.5%

6 6.9%

87 100.0%

項目

いる

持っていない

ヘルプカードを知らない

無回答

計

項目

ある

いない

わからない

無回答

計

項目

持っている

時々ある

ほとんどない

ない

無回答

計

37%

26%

31%

6% いる

いない

わからない

無回答

7

2

34

4

15

5

20

8.0%

2.3%

39.1%

4.6%

17.2%

5.7%

23.0%

0 10 20 30 40

無回答

その他

わからない

とくに取り組む必要はない

リーダー研修等に障がい者…

障がい者や支援者を含めた防災意識…

障がい者が参加できる防災訓練等を地域で行う

割合％ 人数

15%

25%

33%

20%

7%

ある

時々ある

ほとんどない

ない

無回答

55%

22%

22%

1% 持っている

持っていない

ヘルプカードを知らな

い

無回答
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問３２　障害者差別解消法が施行１年経過後の市民の理解について（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

3 3.4%

12 13.8%

18 20.7%

13 14.9%

15 17.2%

23 26.4%

3 3.4%

87 100.0%

問３３　社会のバリアフリー化促進のため優先して整備すること（２つまで選択可）

障がいのある方が利用しやすいバス等交通手段の充実

誰にでもわかりやすい案内表示等の設置

通路、階段等の手すりの設置
誰もが利用しやすい多機能トイレの設置

エレベーターやスロープ、自動ドアの設置

点字ブロックや音のでる信号機の設置
道路、建物、乗り物等の出入り口の段差解消

障がい者用駐車スペースの確保
計

■将来の暮らしや必要な障がい者施策について

問３４　将来どのように生活したいと思うか（１つ選択）

かなり深まった

ある程度深まった

あまり深まっていない

深まっていない

どちらとも言えない

わからない

項目

無回答

計

4%

14%

21%

15%
17%

26%

3%
かなり深まった

ある程度深まった

あまり深まっていない

深まっていない

どちらとも言えない

わからない

無回答

7

4

22

2

25

11

6

10

8

2

22

12

8.0%

4.6%

25.3%

2.3%

28.7%

12.6%

6.9%

11.5%

9.2%

2.3%

25.3%

13.8%

0 5 10 15 20 25 30

無回答

その他

わからない

公共施設等で常備している車椅子の台数を増やす

障がいのある方が利用しやすいバス等交通手段の充実

誰にでもわかりやすい案内表示等の設置

通路、階段等の手すりの設置

誰もが利用しやすい多機能トイレの設置

エレベーターやスロープ、自動ドアの設置

点字ブロックや音のでる信号機の設置

道路、建物、乗り物等の出入り口の段差解消

障がい者用駐車スペースの確保

割合％ 人数

3

2

10

20

9

5

6

32

3.4%

2.3%

11.5%

23.0%

10.3%

5.7%

6.9%

36.8%

0 5 10 15 20 25 30 35

無回答

その他

わからない

福祉施設等に入所して暮らしたい…

世話人の援助を受けながら、友…

友人や知人と共同で暮らしたい

一人で自立して暮らしたい

自宅で家族と暮らしたい

割合％ 人数

- 115 -



問３５　障がい者施策充実のため、力を入れていく必要があるもの（２つまで選択可）

健康管理や治療、リハビリ等の機会の確保

障がいのある方を対象とした職業訓練機会の充実

就労支援施設や作業所等の訓練の場の確保

一般企業や事業所における障がい者雇用の促進

障がいのある方のための入所施設の整備

計

150

10

1

11

10

2

6

7

1

8

7

3

21

6

11

11

23

23

15

7

14

11.5%

1.1%

12.6%

11.5%

2.3%

6.9%

8.0%

1.1%

9.2%

8.0%

3.4%

24.1%

6.9%

12.6%

12.6%

26.4%

26.4%

17.2%

8.0%

16.1%

0 5 10 15 20 25

無回答

その他

特にない

成年後見制度の活用支援等の障

がいのある方の権利擁護の推進

地域におけるボランティア活動の活性化

災害時、救急時の情報提供及び

安否確認、避難誘導対策の充実

総合的な相談、情報提供窓口の整備、充実

点字、手話、インターネットの活用

等コミュニケーション支援の充実

障がいのある方のスポーツ、

学習、文化活動に対する支援

利用しやすい建物、道路、交通手段、

ガイドヘルパー等の外出支援の充実

健康管理や治療、リハビリ等の機会の確保

障がいのある方のための各種

手当ての充実、医療費の軽減

障がいのある方を対象とした職業訓練機会の充実

就労支援施設や作業所等の訓練の場の確保

一般企業や事業所における障がい者雇用の促進

ケア付き住宅やグループホーム等の住まいの場の確保

障がいのある方のための入所施設の整備

ホームヘルプサービス、短期入所

等の在宅福祉サービスの充実

障がい児の早期発見、早期療育、

その後の一貫した教育の充実

障がいのある方への理解を深め

る福祉教育や広報活動の充実

割合％ 人数
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問３６　成年後見制度を知っているか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

32 36.8%

50 57.5%

5 5.7%

87 100.0%

問３７　今後成年後見制度を利用したいと思うか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

23 26.4%

10 11.5%

48 55.2%

6 6.9%

87 100.0%計

計

項目

はい

いいえ

わからない

無回答

項目

知っている

知らない

無回答
37%

57%

6%
知っている

知らない

無回答

26%

12%55%

7% はい

いいえ

わからない

無回答
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アンケートの集計結果
       身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持障がい児（１８歳未満）の保護者

■ご本人の基本情報

問１　性別（１つ選択）

項目 人数（人） 割合（％）

男 18 60.0%

女 12 40.0%

無回答 0 0.0%

計 30 100.0%

問２　年齢（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

2 6.7%

11 36.7%

4 13.3%

11 36.7%

2 6.7%

30 1

問３　毎日の生活の介護者等（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

3 10.0%

23 76.7%

0 0.0%

0 0.0%

0 0.0%

0 0.0%

0 0.0%

2 6.7%

0 0.0%

2 6.7%

0 0.0%

30 100.0%

28 人

項目

６歳未満

６歳以上12歳未満

12歳以上15歳未満

15歳以上18歳未満

無回答

兄弟姉妹

ボランティア

ホームヘルパー

その他

介護者等がいない

介護等の必要がない

計

項目

父

母

祖父

祖母

無回答

計

介護者等あり　計

60%

40%

0%

男

女

無回答

7%

36%

13%

37%

7% ６歳未満

６歳以上12歳未満

12歳以上15歳未満

15歳以上18歳未満

無回答

10%

77%

0%0%0%0%0%

6%

0%

7%

0%

父

母

祖父

祖母

兄弟姉妹

ボランティア

ホームヘルパー

その他

介護者等がいない

介護等の必要がない

無回答
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問４　毎日の生活の介護者等（１つ選択）　　※問３の介護者ありのうち

人数（人）

2

0

7

16

2

0

0

1

28

問５　現在の住まい（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

25 83.3%

3 10.0%

2 6.7%

0 0.0%

0 0.0%

0 0.0%

30 100.0%

問６　お住まいの地域（１つ選択）

項目 人数（人） 割合（％）

新井 22 73.3%

新井南部 1 3.3%

妙高高原 5 16.7%

妙高 2 6.7%

無回答 0 0.0%

計 30 100.0%

問７　身体障害者手帳の有無と等級（１つ選択）

項目 人数（人） 割合（％）

１級 4 13.3%

２級 2 6.7%

３級 2 6.7%

４級 1 3.3%

５級 0 0.0%

６級 1 3.3%

手帳なし 18 60.0%

無回答 2 6.7%

計 30 100.0%

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

無回答

項目

20歳未満

20歳代

その他

無回答

計

計

項目

家族の持家

賃貸住宅

障がい児の入所施設

病院に入院中

73%

3%

17%

7%

0%

新井

新井南部

妙高高原

妙高

無回答

2

0

7

16

2

0

0

1

0 5 10 15 20

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

無回答

83%

10%

7%

0%0%0%

家族の持家

賃貸住宅

障がい児の入所施設

病院に入院中

その他

無回答

13%

7%

7%

3%0%

3%

60%

7%

１級

２級

３級

４級

５級

６級

手帳なし

無回答
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問８　身体障がいがある場合の障がいの部位（すべて選択可）

問９　療育手帳をお持ちの場合の判定（１つ選択）

項目 人数（人） 割合（％）

Ａ 8 26.7%

Ｂ 11 36.7%

無回答 11 36.7%

計 30 100.0%

問１０　精神障害者保健福祉手帳をお持ちの場合の等級（１つ選択）

項目 人数（人） 割合（％）

１級 0 0.0%

２級 3 10.0%

３級 0 0.0%

無回答 27 90.0%

計 30 100.0%

■ご本人の日中の過ごし方や外出の状況

問１１　１週間に外出する回数（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

22 73.3%

3 10.0%

2 6.7%

1 3.3%

2 6.7%

30 100.0%

項目

ほぼ毎日

４～５日

２～３日

ほとんど外出しない

無回答

計

16

7

7

1

1

0

53.3%

23.3%

23.3%

3.3%

3.3%

0.0%

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

無回答

内部障がい（心臓、腎臓、呼吸器、膀胱、直腸、小

腸、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障がい）

肢体不自由（上肢・下肢・体幹機

能・脳原性運動機能の障がい）

音声・言語（ろうあ）・そしゃく機能障がい

聴覚障がい・平衡機能障がい（耳が不自由）

視覚障がい（目が不自由）

割合％ 人数

27%

36%

37%

Ａ

Ｂ

無回答

0%

10%

0%

90%

１級

２級

３級

無回答

73%

10%

7%
3%

7%
ほぼ毎日

４～５日

２～３日

ほとんど外出しない

無回答
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問１２　「平日の学校等の放課後」「学校等の休みの昼間」「長期休暇の昼間」に
本人にどう過ごしてほしいか。（それぞれ３つまで選択可）

ガイドヘルパーと一緒に外出させたい

家族と一緒に旅行に連れていきたい

公園などへの散歩に行かせたい

スポーツをさせたい

地域の子ども会の活動に参加させたい

習い事に行かせたい

図書館や児童館へ行かせたい

学校の課外活動等に参加させたい

学童保育に行かせたい

障がいのある友だちとの遊びや交流をさせたい

障がいのない友だちとの遊びや交流をさせたい

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

1

3

1

2

4

1

1

1

6

5

4

5

4

3

3

4

4

13

2

1

1

3

0

2

0

2

1

9

4

2

2

1

2

1

1

9

6

0

0

0

0

5

2

0

0

3

2

0

7

2

6

1

5

4

0 2 4 6 8 10 12 14

外出せずに、自宅で過ごさせたい

障がい者団体等が主催する行事に参加させたい

障がい者団体等が行う日中見守り事業に行かせたい

日中一時支援（日帰りショートステイ）に行かせたい

短期入所（ショートステイ）に行かせたい

児童デイサービスに行かせたい

放課後児童クラブに参加させたい

ガイドヘルパーと一緒に外出させたい

家族と一緒に旅行に連れていきたい

公園などへの散歩に行かせたい

スポーツをさせたい

地域の子ども会の活動に参加させたい

習い事に行かせたい

図書館や児童館へ行かせたい

学校の課外活動等に参加させたい

学童保育に行かせたい

障がいのある友だちとの遊びや交流をさせたい

障がいのない友だちとの遊びや交流をさせたい

平日の学校等の放課後（人） 学校等の休みの昼間（人）

夏休みなど長い休みの昼間（人） 無回答（人）
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問１３　ご本人の外出時に困ること（すべて選択可）

■学校、進路のことについて

問１４　現在通っている学校（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

1 3.3%

0 0.0%

3 10.0%

2 6.7%

3 10.0%

0 0.0%

7 23.3%

3 10.0%

10 33.3%

0 0.0%

1 3.3%

0 0.0%

30 100.0%

項目

通園施設（ひばり園など）

保育所(園)、幼稚園

特別支援学校高等部

その他

学校などに通っていない

無回答

計

小学校・中学校の通常の学級

小学校・中学校の支援学級

高等学校

特別支援学校幼稚部

特別支援学校小学部

特別支援学校中学部

3

11

9

6

3

4

4

2

2

1

5

10.0%

36.7%

30.0%

20.0%

10.0%

13.3%

13.3%

6.7%

6.7%

3.3%

16.7%

0 2 4 6 8 10 12

無回答

特に困っていることはない

その他

他人の目や言動が気になる、または他人に

迷惑をかけるので、出かける気になれない

建物に車いす用のトイレや手すりがない

信号や道路標識の意味がわからない

電車やバスの切符の買い方、

料金の支払い方がわからない

バスや電車の乗り降りの介助をしてもらえない

音声信号がなくて横断歩道を渡りにくい

車道と歩道の区別がわかりにくい（道路や

建物に点字ブロックが敷かれていない）

道路や駅の周辺、建物の段差や歩道

上の障がい物などが邪魔で通りにくい

割合％ 人数

3%

0%
10%

7%

10%
0%

23%10%

34%

0%

3%

0%

通園施設（ひばり園など）

保育所(園)、幼稚園

小学校・中学校の通常の学級

小学校・中学校の支援学級

高等学校

特別支援学校幼稚部

特別支援学校小学部

特別支援学校中学部

特別支援学校高等部

その他

学校などに通っていない

無回答
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問１５　卒業後の進路（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

2 6.7%

0 0.0%

10 33.3%

7 23.3%

0 0.0%

0 0.0%

2 6.7%

1 3.3%

6 20.0%

2 6.7%

0 0.0%

30 100.0%

問１６　通園・通学しているなかで困ることや悩んでいること（すべて選択可）

学校等の施設や設備が障がいに配慮されていない

計

項目

大学・短期大学

一般企業等への就職

わからない

その他

無回答

計

小学校・中学校の通常の学級

高等学校

特別支援学校小学
部・中学部・高等部

作業所や施設等での
訓練や就労

小学校・中学校の支援学級

特別支援学校幼稚部

16

8

2

1

1

1

3

4

1

53.3%

26.7%

6.7%

3.3%

3.3%

3.3%

10.0%

13.3%

3.3%

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

無回答

その他

進級・進学に関する適切な指導・相談に応じてもらえない

希望する個別指導を受けられない

通学・通園のための移動手段や移動介助が確保しにくい

学校として障がいに対する理解・配慮が足りない

他の児童・生徒の障がいに対する理解・配慮が足りない

他の児童・生徒との人間関係がうまくいかない

学校等の施設や設備が障がいに配慮されていない

割合％ 人数

7%

0%

33%

23%

0%0%7%

3%

20%

7%

0%

小学校・中学校の通常の学

級

高等学校

特別支援学校小学部・中学

部・高等部

作業所や施設等での訓練や

就労

小学校・中学校の支援学級

特別支援学校幼稚部

大学・短期大学

一般企業等への就職

わからない

その他

無回答
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■障がい状況の診断・判定、療育について

問１７　ご本人の障がいが初めてわかった時期（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

7 23.3%

5 16.7%

3 10.0%

2 6.7%

7 23.3%

4 13.3%

0 0.0%

1 3.3%

1 3.3%

30 100.0%

問１８　障がいがある疑いがわかったきっかけ（すべて選択可）

幼稚園や保育所での健診
保健師のアドバイス
かかりつけ医のアドバイス

計

問１９　ご本人の障がいについて、どこで診断、判定を受けてわかったか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

22 73.3%

6 20.0%

1 3.3%

0 0.0%

1 3.3%

30 100.0%

６～１１歳

１２～１４歳

１５～１７歳

無回答

計

項目

項目

出生時

１歳未満

１歳

２歳

３～５歳

病院やクリニック、医院

保健所

学校

その他

無回答

計

23%

17%

10%7%

23%

14% 0%

3% 3%
出生時

１歳未満

１歳

２歳

３～５歳

６～１１歳

１２～１４歳

１５～１７歳

無回答

3

7

5

3

2

0

0

2

10

7

10.0%

23.3%

16.7%

10.0%

6.7%

0.0%

0.0%

6.7%

33.3%

23.3%

0 2 4 6 8 10 12

無回答

その他

家族が気になる症状に気づいて

学校の教員のアドバイス

幼稚園や保育所の教員・保育士のアドバイス

学校での健診

幼稚園や保育所での健診

保健師のアドバイス

かかりつけ医のアドバイス

市の乳幼児健診（４か月児・乳児後期・

１歳６か月児・２歳６か月児・３歳児など）

割合％ 人数

73%

20%

4%

0%

3%

病院やクリニック、

医院
保健所

学校

その他
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問２０　障がいの診断・判定時に困っていたこと、また必要な支援について（すべて選択可）

その他

療育施設が十分になかった

計

■地域との関わりについて

問２１　ご本人が身近な地域の活動や行事に参加しているか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

4 13.3%

12 40.0%

14 46.7%

0 0.0%

30 100.0%

問２２　ご本人が近所の人、ボランティアによる支援を受けたことがあるか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

1 3.3%

3 10.0%

22 73.3%

4 13.3%

30 100.0%

項目

積極的に参加している

時々参加している

ほとんど参加していない

無回答

計

項目

現在受けている

以前も受けたことがある
が、今は受けていない

一度も受けたことがない

無回答

計

1

3

17

8

9

8

5

5

8

10

3.3%

10.0%

56.7%

26.7%

30.0%

26.7%

16.7%

16.7%

26.7%

33.3%

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

無回答

その他

成長段階に応じて、適切かつ継続的

な支援を受けられるか不安だった

医療費などの助成を受けられるかどうかわからなかった

保護者が仕事を続けられないなど仕事上の問題が生じた

介護などのために利用できる福祉サー

ビスの種類・内容がわからなかった

保健所や病院等に相談しても、適切な情

報提供、助言・指導を受けられなかった

療育施設が十分になかった

適切な治療を受けられる医療機関が十分になかった

障がいのことや療育について相談できる

医療機関や相談窓口が十分になかった

割合％ 人数

13%

40%

47%

0%

積極的に参加している

時々参加している

ほとんど参加していない

無回答

13%

40%

47%

0%

積極的に参加している

時々参加している

ほとんど参加していない

無回答
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■災害など緊急時の対応について

問２３　災害発生情報の取得と非難の可否（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

5 16.7%

7 23.3%

18 60.0%

0 0.0%

30 100.0%

問２４　災害時にご本人がこまると思われること（すべて選択可）

ふだんと違う状況に、不安になったり混乱したりする

避難場所が障がい者に配慮されていない

補装具や日常生活用具を使えなくなる

医療的ケアを受けられなくなる

避難場所で必要な介護を受けられない

助けを求めても、すぐに助けに来てくれる人がいない

助けを求めるための手段がない

計

項目

緊急情報の入手、避難と
もにひとりでできる

緊急情報は入手できる
が、避難はひとりでは困
難である

緊急情報の入手、避難と
もにひとりでは困難であ
る

無回答

計

17%

23%60%

0%

緊急情報の入手、避

難ともにひとりででき

る

緊急情報は入手でき

るが、避難はひとりで

は困難である

緊急情報の入手、避

難ともにひとりでは困

難である

無回答

1

1

4

18

13

5

6

12

7

12

16

7

13

12

3.3%

3.3%

13.3%

60.0%

43.3%

16.7%

20.0%

40.0%

23.3%

40.0%

53.3%

23.3%

43.3%

40.0%

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

無回答

特に困ることはない

その他

ふだんと違う状況に、不安になったり混乱したりする

避難場所が障がい者に配慮されていない

補装具や日常生活用具を使えなくなる

医療的ケアを受けられなくなる

必要な薬が手に入らなかったり、

治療を受けられなかったりする

避難場所で必要な介護を受けられない

避難場所等で周りの人との意思疎通がうまくできない

避難するために手助けしてくれる人が必要である

助けを求めても、すぐに助けに来てくれる人がいない

助けを求めるための手段がない

どこで、どんな災害が起こったのかを知ることができない

割合％ 人数
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■障がい者総合支援法に関するサービスについて

問２５　ご本人が利用を増やす必要度が特に高いと感じているサービス（３つまで選択可）

■将来の暮らしについて
問２６　家族が本人の将来で不安に思うこと（３つまで選択可）

無回答
特に不安はない
意思疎通や対人関係に関すること
本人が高齢になってからのこと
引きこもり・閉じこもりのこと
進学や学校のこと
利用できる障がい福祉サービスのこと

介護する人がいなくなること

生活に必要なお金や収入のこと

その他

ご家族が亡くなったあとのこと

医療や病気のこと

就職や仕事のこと

結婚や出産・子育てのこと

自傷・他害などの行動のこと
住まいや生活の場所のこと

0

2

0

10

5

19

12

9

4

0.0%

6.7%

0.0%

33.3%

16.7%

63.3%

40.0%

30.0%

13.3%

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

無回答

特にない

コミュニケーション支援事業

相談支援事業

補装具費の支給、日常生活用具の給付等事業

通所系サービス

ショートステイ（短期入所）

ガイドヘルプサービス（移動支援事業）

訪問系サービス

割合％ 人数

0

0

6

4

1

1

1

1

13

0

21

5

12

2

2

5

13

0.0%

0.0%

20.0%

13.3%

3.3%

3.3%

3.3%

3.3%

43.3%

0.0%

70.0%

16.7%

40.0%

6.7%

6.7%

16.7%

43.3%

0 5 10 15 20 25

無回答

特に不安はない

意思疎通や対人関係に関すること

本人が高齢になってからのこと

引きこもり・閉じこもりのこと

進学や学校のこと

利用できる障がい福祉サービスのこと

介護する人がいなくなること

生活に必要なお金や収入のこと

その他

ご家族が亡くなったあとのこと

医療や病気のこと

就職や仕事のこと

結婚や出産・子育てのこと

自傷・他害などの行動のこと

住まいや生活の場所のこと

本人の健康や障がいのこと

割合％ 人数
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問２７　ご本人に将来どのように暮らしてもらいたいか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

6 20.0%

3 10.0%

9 30.0%

5 16.7%

3 10.0%

1 3.3%

3 10.0%

30 100.0%

問２８　望む暮らし方を実現させるために必要な支援や取り組み（３つまで選択可）

グループホームやケアホームが増える

仕事以外の活動ができる場がある

働く場所が近くにある

同じ障がいがある人との交流や活動ができる場がある

計

その他

無回答

計

項目

介護を受けずにひとりで
暮らしてもらいたい

介護を受けながらひとり
で暮らしてもらいたい

家族と一緒に暮らしても
らいたい

障がい者の入所施設で暮
らしてもらいたい

グループホームやケア
ホーム等で暮らしてもら
いたい

20%

10%

30%

17%

10%
3%

10%

介護を受けずにひとり

で暮らしてもらいたい

介護を受けながらひと

りで暮らしてもらいたい

家族と一緒に暮らして

もらいたい

障がい者の入所施設

で暮らしてもらいたい

グループホームやケア

ホーム等で暮らしても

らいたい
その他

無回答

2

1

7

1

0

7

11

7

6

13

1

6

12

6

6.7%

3.3%

23.3%

3.3%

0.0%

23.3%

36.7%

23.3%

20.0%

43.3%

3.3%

20.0%

40.0%

20.0%

0 2 4 6 8 10 12 14

無回答

その他

介護する家族が休息できる制度が充実する

市営・県営住宅に優先的に入居できる

住まいを契約するときの保証人

や契約を助けてくれる人がいる

地域の人が障がい者や障がいに対する理解を深める

障がい者の入所施設が身近な地域に整備される

グループホームやケアホームが増える

仕事以外の活動ができる場がある

働く場所が近くにある

賃貸マンションなどを問題なく借りられる

同じ障がいがある人との交流や活動ができる場がある

介護や支援の仕組み、サービスが充実する

ひとり暮らしをするための練習ができる場がある

割合％ 人数
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■障がい者施策のあり方について

問２９　障がい者施策推進のために重視すべき事柄（それぞれ１つ選択）

障がい児一人ひとりに応じた教育態勢の充実を図る

療育相談・指導態勢の充実を図る
障がいの早期発見・早期対応態勢の充実を図る

発達障がい者や難病患者への支援の仕組みを強化する

障害者総合支援法のサービスの充実を図る

障がいの種別に応じた相談態勢の充実を図る

0

0

1

0

1

1

0

1

1

1

1

1

1

1

2

1

0

1

0

0

0

0

0

0

2

0

1

0

0

2

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

2

4

14

8

9

10

10

7

8

4

5

8

7

4

1

5

9

11

9

8

5

8

26

16

21

19

19

18

23

21

23

24

21

22

25

28

22

20

19

20

22

25

20

0 5 10 15 20 25 30

行政に対する障がい者・障がい

に関する啓発・教育を強化する

防犯・防災対策の強化を図る

安心して利用できる住まいの場の確保を図る

バリアフリーなど福祉のまちづくりを強化する

安心して診療が受けられる地域医療体制の充実を図る

障がいの早期発見・早期対応

に向けた健診等の充実を図る

就労に向けた職場体験、訓練機会の確保・充実を図る

企業等に対して障がい者雇用

に関する周知・啓発を強化する

障がい児一人ひとりに応じた教育態勢の充実を図る

療育相談・指導態勢の充実を図る

障がいの早期発見・早期対応態勢の充実を図る

障がい児の学校等以外での日

中活動、居場所の充実を図る

障がい者の仕事や訓練（作業所や施設等）

以外の日中活動、居場所の充実を図る

発達障がい者や難病患者への支援の仕組みを強化する

障害者総合支援法のサービスの充実を図る

障がい者の権利と尊厳を守るため

の相談・支援態勢の充実を図る

障がいの種別に応じた相談態勢の充実を図る

障がい者の円滑な意思疎通を支援するた

め、支援人材の養成、設備の整備を図る

障がいの種別・程度に応じた多様な

広報・情報提供態勢の充実を図る

障がい者支援に関わる福祉人

材やボランティアを養成する

市民に対する障がい者・障がい

に関する啓発・教育を強化する

重要 やや重要 不要 無回答
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問３０　個別支援ファイルを知っているか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

23 76.7%

7 23.3%

0 0.0%

30 100.0%

問３１　個別支援ファイルが役立っているか（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

3 13.0%

2 8.7%

9 39.1%

9 39.1%

0 0.0%

23 100.0%

問３２　ファイルを役立てるためにしてほしいこと（１つ選択）

人数（人） 割合（％）

6 20.0%

2 6.7%

3 10.0%

10 33.3%

1 3.3%

2 6.7%

6 20.0%

30 100.0%

計

項目

役立っている

役だっていない

どちらともいえない

使っていない

項目

知っている

知らない

無回答

ファイルの内容について
相談員と１年に１回程
度、定期的に見直しをす
る機会がほしい

様式にデータをパソコン
などで入力できるように
してほしい

その他

無回答

計

無回答

計

項目

配布するときに使い方を
十分説明してほしい

わからない時に書き方を
教えてほしい

わからない時の相談窓口
を明記してほしい

77%

23%
0%

知っている

知らない

無回答

13%

9%

39%

39%

0%

役立っている

役だっていない

どちらともいえない

使っていない

無回答

20%

7%

10%

33%

3%

7%

20%

配布するときに使い方を十分説明してほしい

わからない時に書き方を教えてほしい

わからない時の相談窓口を明記してほしい

ファイルの内容について相談員と１年に１回程度、定

期的に見直しをする機会がほしい
様式にデータをパソコンなどで入力できるようにしてほ

しい
その他

無回答
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２ 計画策定までの経過 

【妙高市障がい者地域自立支援協議会】 

＜全体会＞ 

会  議 開 催 日 要  旨 

第１回 平成2 9年5月2 3日 第3期障がい福祉計画の評価について 

第4期障がい福祉計画の策定について 

第２回 平成2 9年8月2 1日 第4期障がい福祉計画の進捗状況について 

第3回 平成29年11月29日 第4期障がい福祉計画の進捗状況について 

第4回 平成29年12月22日 第4期障がい福祉計画素案の確認について 

第5回 平成30年３月26日 第4期障がい者福祉計画の最終確認について 

 

 ＜くらし部会＞ 

会  議 開 催 日 要  旨 

第１回 平成2 9年5月2 3日 第3期障がい福祉計画の評価について 

第4期障がい福祉計画の策定について 

第２回 平成29年12月11日 第4期障がい者福祉計画素案の確認について 

 

 ＜教育部会＞ 

会  議 開 催 日 要  旨 

第１回 平成2 9年5月2 3日 第3期障がい福祉計画の評価について 

第4期障がい福祉計画の策定について 

第２回 平成29年12月14日 第4期障がい者福祉計画素案の確認について 

 

【妙高市庁内検討会議】 

総務課、企画政策課、健康保険課、環境生活課、観光商工課、建設課、生涯学習課、

こども教育課、福祉介護課の職員による庁内検討会議を計２回開催 

会  議 開 催 日 要  旨 

第１回 平成2 9年5月1 6日 第3期障がい福祉計画の評価について 

第4期障がい福祉計画の策定について 

第２回 平成29年12月22日 第4期障がい者福祉計画素案について 

 

 

【パブリックコメント】 

平成３０年２月１５日（木）～平成３０年３月１６日（金）  提出意見等０件 
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３ 計画関連資料 

 

○妙高市障がい者地域自立支援協議会設置要綱 

平成19年12月10日訓令第117号 

改正 

平成22年４月 １日訓令第34号 

平成24年３月30日訓令第39号 

平成25年３月26日訓令第19号 

（設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123

号）に基づき、相談支援事業をはじめとする妙高市の障がい福祉に関する各種施策に対し、中核

的な役割を果たす定期的な協議の場として、妙高市障がい者地域自立支援協議会（以下「協議会」

という。）を設置する。 

（協議事項） 

第２条 協議会は、次の事項について協議を行う。 

(１) 相談支援体制の運営評価等に関すること。 

(２) 困難事例への対応のあり方に関すること。 

(３) 地域の関係機関によるネットワーク構築等に関すること。 

(４) 障がい者の地域生活に必要とされる社会資源の開発、改善に関すること。 

(５) サービス等利用計画等の評価に関すること。 

(６) 障がい者虐待防止等のためのネットワーク構築に関すること。 

(７) 妙高市障がい福祉計画の策定、進捗管理及び評価に関すること。 

(８) 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認めること。 

２ 協議会は、協議した事項について、必要に応じ市長に提言することができる。 

（委員） 

第３条 協議会は、委員20名以内で組織する。 

２ 委員は次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 障がい者団体の関係者 

(２) 相談支援委託事業所の関係者 

(３) 教育機関の関係者 

(４) 雇用機関の関係者 

(５) 企業の関係者 

(６) 保健・福祉・医療機関の関係者 

(７) その他市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は２年とし、再任は妨げない。ただし、委員が欠けた場合の補欠委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長、副会長を置く。 

２ 会長は１名とし、委員の互選により定める。 

３ 会長は協議会を代表する。 
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４ 副会長は１名とし、会長の指名した者をもって充て、会長を補佐し、会長に事故あるとき、

又は欠けたときはその職務を代理する。 

（事務局） 

第６条 この協議会の事務局は、妙高市福祉介護課に置く。 

（会議） 

第７条 協議会には、全体会、定例会、部会を設置する。 

２ 全体会、定例会は会長が招集し、その議長を務める。 

３ 部会は協議事項に応じ、事務局が委員を招集する。 

４ 全体会、定例会の議事は、出席委員の合議で決する。ただし、協議が整わないときは、出席

委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

５ 会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者を出席させ、意見を聴くこ

とができる。 

６ 委員は会議で知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。 

（会議の公開） 

第８条 会議は、原則として公開とする。ただし、個人のプライバシー保護などの観点から、公

開することが適当でない場合は非公開とする。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮っ

て定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成19年12月10日から施行する。 

（委員任期の特例） 

２ この要綱施行後、最初の委員任期は第４条の規定にかかわらず、平成21年３月31日まで

とする。 

附 則（平成22年訓令第34号） 

この規程は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年訓令第39号） 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月26日訓令第19号） 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 
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妙高市障がい者地域自立支援協議会委員名簿  

氏 名 選 出 母 体 等 

１号委員（障がい者団体の関係者） 

丸山  安俊 妙高市身体障がい者福祉協会 

松口 恵美子 妙高市手をつなぐ育成会 

下鳥 美知子 妙高市かたくり会 

多田  昌範 妙高市ろう協会 

２号委員（相談支援委託事業所の関係者） 

平原  朝子 障がい児（者）相談支援センターかなや 

金谷  智史 ほっと妙高 

３号委員（教育機関の関係者） 

大野  俊哉 妙高市教育委員会 

奈良岡 景子 妙高市立総合支援学校 

岡沢  聡子 県立上越特別支援学校 

４号委員（雇用機関の関係者） 

高橋  利彦 上越職業安定所 妙高出張所 

大庭  淑子 障害者就労・生活支援センターさくら 

５号委員（企業の関係者） 

山下  光明 株式会社妙高ガーデン 

６号委員（保健・福祉・医療機関の関係者） 

尾﨑  達利 妙高市社会福祉協議会 

岩澤  紀子 にしき園 

金子   暁 夕映えの郷 

峯村  康広 ワークセンターこでまり 

鈴木  純子 上越あたご居宅介護支援事業所新井 

７号委員（その他市長が必要と認める者） 

古川  直美 公募委員 

山下   隆 公募委員 

太田  京子 公募委員 

アドバイザー 

青木 美代子 上越メンタルネット相談支援事業所 
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庁内検討委員名簿 

氏 名 役  職  等 

田中  宏顕 総務課 防災係長 

鴨井  正明 企画政策課 政策調整グループ 主事 

丸山  孝夫 健康保険課 健康づくり係長 

道下   進 環境生活課 生活安全係 主査 

遠藤  郁生 観光商工課 商工振興グループ 主査 

渡部  雅一 建設課 副参事 建築住宅係長 

高橋   勉 こども教育課 副参事 子育て支援係長 

横山 慎一郎 生涯学習課 市民活動支援係長 

 

事務局 

氏 名 役  職  等 

葭原  利昌 福祉介護課 課長 

田中 かおる 福祉介護課 課長補佐 

笹井  業文 福祉介護課 副参事 障がい福祉係長 

櫟  かおり 福祉介護課 障がい福祉係 主査 

貫和  志行 福祉介護課 障がい福祉係 主査 

常見 真利子 福祉介護課 障がい福祉係 主査 
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